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平成24年度大学図書館職員長期研修実施要項 
 
1  目的 

全国の国立大学図書館等の中堅職員に対し，学術情報に関する最新の知識を教授するととも

に，図書館経営・情報サービスの在り方について再教育を行い，職員の資質とマネジメント・

企画等の能力の向上を図ることにより，大学図書館等の情報提供サービス体制を充実させるこ

とを目的とする。 

2  主催 
筑波大学 

3 期間及び会場 
期間 平成24年7月2日（月）～7月13日（金） 
会場 筑波大学春日エリア情報メディアユニオン2階 情報メディアホール 

4 受講者 
(1) 資格 

受講者は原則として次の各号のすべてに該当するものとする。 
‐ 係長クラスで年齢 歳以上 歳以下である者（平成 年 月 日現在） 
‐ 大学図書館等において専門的業務に 年以上の経験を有する者 
‐ 所属大学（機関）の長が推薦する常勤図書館職員 

(2) 定員 
約35名 

5 研修申込及び受講者の決定 
(1) 申込み方法 

各大学（機関）の長は受講希望者についてとりまとめ，別紙様式により平成24年4月23日（月）
（必着）までに，筑波大学長あてに推薦すること。 
また，該当者がいない場合にも，その旨ご回答ください。 

 
(2) 受講者の決定 

前項により推薦された者の中から応募・推薦理由等を考慮して受講者を決定し，各大学（機

関）の長に通知する。 

6  研修科目及び講師
別紙のとおり（予定）

7 研修の方法 
1時限 90分とし，講義・演習を行う。 
なお，必要に応じて事前アンケート，課題等の提出を課す。 

8 経費 
研修費は無料とする。国立大学法人並びに大学共同利用機関法人に所属する者の研修旅費（交

通費，宿泊費）は，筑波大学が負担する。 

9 宿泊施設 
つくば市内のホテル（宿泊日：7月1日(日)～12日(木)） 

10 修了証書 
この研修において所定の課程を修了した者には，修了証書を交付する。  
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平成 年度大学図書館職員長期研修日程

７ 月
午 前 午 後

～ ～ ～ ～

月
受付

オリエンテーション

～

開講式

文部科学省講話

大学と大学図書館

古田 元夫

東京大学附属図書館長

大学経営の課題

吉武 博通

筑波大学教授

火 問題発見・解決演習 問題発見・解決演習 問題発見・解決演習 問題発見・解決演習

水 問題発見・解決演習 問題発見・解決演習 問題発見・解決演習 問題発見・解決演習

木

国立大学図書館の経営

田中 成直

東京大学附属図書館事務部長

私立大学図書館の経営

鈴木正紀

文教大学越谷図書館課長補佐

研究者のアクセス手法

江夏 由樹

一橋大学附属図書館長

オープンアクセスと

機関リポジトリ

栗山正光

常磐大学准教授

金

経営学入門

佐野享子

筑波大学准教授

経営学入門

佐野享子

筑波大学准教授

研究者のアクセス手法

中山伸一

筑波大学附属図書館長

班別討議

土

日

月

図書館建築と設備

植松貞夫

筑波大学教授

学術情報コミュニケーションの動向

熊渕智行

国立情報学研究所

学術基盤推進部図書館連携・協力室長

電子図書館マネジメント

宇陀則彦

筑波大学准教授

古典資料の保存と利用

綿抜豊昭

筑波大学教授

火

大学図書館職員の新たな役割

竹内比呂也

千葉大学附属図書館長及び

アカデミック・リンク・センター長

利用者の情報行動

逸村 裕

筑波大学教授

大学図書館の学習支援

井上真琴

同志社大学

企画部企画室企画課長

班別討議

水

図書館と法

石井夏生利

筑波大学准教授

公立図書館の戦略

新谷迪子

千代田区立千代田図書館長

大学評価と大学図書館

土屋 俊

大学評価・学位授与機構教授

班別討議

木

国立情報学研究所の戦略

尾城孝一

国立情報学研究所

学術基盤推進部次長

企業理念にみる

顧客サービス

上田君夫

スターバックスコーヒー

ジャパン株式会社 営業本部

班別討議

発表 

班別討議

発表

金

対人ストレスマネジメントとしての

ヒューマン・リレーションスキル

橋本佐由理

筑波大学准教授

筑波大学中央図書館

見学

閉講

式

 
会場：筑波大学春日エリア 情報メディアユニオン 2階 メディアホール 
      7月 13日（金）は、第一エリア（中地区） 筑波大学附属図書館（中央図書館） 

2　研修日程



平成 24年度大学図書館職員長期研修科目概要 

１ 研修概要 
A 図書館マネジメント総論 8科目（9コマ） 
大学図書館を取り巻く経営的環境を把握するとともに、大学図書館マネジメントに関  
する知識を養う。 
B 学術情報流通等各論 13科目（13コマ） 
学術情報に関する最新の知識を講義し、大学図書館サービスのあり方を考える。 

C 演習・班別討議 13コマ 
課題対応能力、コミュニケーション能力の向上を図るための講義・演習を行い、班別 
討議、発表を通してその実践を行う。 
D 見学 1コマ 
筑波大学附属図書館（中央図書館）の見学を行う。 

 
２ 科目概要 
A 図書館マネジメント総論 
(1)大学経営の課題 
大学図書館の活動は、あくまでも大学経営の一部として捉えられなければならない。大

学図書館経営の背景となる大学経営について講義する。 
 
(2)国立大学図書館の経営 
実際の大学図書館経営を担っている管理職の立場から、具体的な予算獲得、組織運営、

企画・広報などについて、大学図書館経営のあり方や課題などについて講義する。 
 
(3)大学と大学図書館 
大学や大学図書館を取り巻く現状や今後の方向性について、ステークホルダーとの関係

や政策的視点から講義する。 
 
(4)大学評価と大学図書館 
国・公・私立大学（短期大学を含む）は、７年以内ごとに、認証評価機関の実施する評

価を受けることが義務付けられている。その評価の実際と大学図書館がどのように評価に

寄与すればよいのかを考える。 
 

(5)経営学入門 I・II 
経営学の基礎知識、事例をもとにした営利・非営利組織の経営論・経営戦略から、今後

の大学図書館経営の参考となる組織のあり方、中堅職員の役割などについて講義する。 
 
(6)私立大学図書館の経営 
私立大学図書館の経営について、アウトソーシング、予算獲得、サービスの展開等につ

いて事例をもとに実際的観点から講義する。 
 
(7)大学図書館職員の新たな役割 
日本及び海外大学図書館における図書館職員の役割、その特徴や問題点、今後の新たな

役割や将来像、展望などについて講義する。 
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(8)対人ストレスマネジメントスキルとしてのヒューマン・リレーションスキル 
中堅図書館職員は、図書館サービスの中心として利用者との対応でストレスに曝される

だけでなく、ミドルマネジメントの一翼を担う立場としてもストレスを感じることになる。 
人間関係を上手にコントロールするスキルを学ぶ。 
 
 
B 学術情報流通等各論 
(1)図書館建築と設備 
図書館建築の考え方、面積基準、安全対策、サイン計画、バリアフリー環境などについ

て、最近の動向や実例を挙げて図書館施設全般について講義する。 
 
(2)国立情報学研究所の戦略 

CAT/ILL 共同事業の設立時の理念を現在的に再確認し、近年特に顕在化してきた課題、
新たな将来像や展開などについて講義する。 
 
(3)利用者の情報行動 
情報行動論の基礎的知識、教員や学生の情報行動の具体例、情報行動に配慮した図書館

サービスのあり方などについて講義する。 
 
(4)学術情報コミュニケーションの動向 
近年の電子図書館、電子ジャーナルへの取り組みや、機関リポジトリなどの動向を踏ま

え、今後の学術情報コミュニケーションのあり方や展望について講義する。 
 
(5)公共図書館の戦略  
指定管理者制度などに見られる最近の公共図書館における経営の動向や戦略、また顧客

獲得・顧客満足の観点から実施した新たなサービスについて例を挙げて講義する。 
 
(6)古典資料の保存と利用 
大学図書館における古典資料の保存方法や利用上必要な配慮などについて講義する。 

 
(7)研究者のアクセス手法 I 
社会科学系の研究者の立場から、研究手法、研究資料の収集・活用方法、学生の指導方

法等の例を挙げて、社会科学系研究者が求める図書館、資料、図書館職員のあり方につい

て講義する 
 

(8)研究者のアクセス手法 II 
自然科学分野の研究者の立場から、研究手法、研究資料の収集・活用方法、学生の指導

方法等の例を挙げて、自然科学系研究者が求める図書館、資料、図書館職員のあり方につ

いて講義する。 
 
(9)大学図書館の学習支援  
情報リテラシー教育をはじめとする大学図書館における学習支援のあり方について、

様々な活動と成果、今後のあり方や課題などについて講義する。 

4　科目概要



(10)企業理念に見る顧客サービス 
大学図書館運営に関連する民間企業等の経営戦略や図書館運営の効率化、サービス向上

の参考となる民間企業等の経営手法について講義する。 
今年度は、スターバックスのミッションステートメント、サービスの実際、社員教育等

から、スターバックスの目指す「顧客志向」と、その実現に向けた企業戦略について学ぶ。 
 
(11)電子図書館マネジメント  
最近のWebサービス、検索エンジン、SNS、図書館システムの情報発信手法の問題点を

挙げ、ディスカバリーサービス時代における新たな情報検索・情報発信技法の提案などを

含め、今後の方向性や展望等について講義する。 
 
(12)オープンアクセスと機関リポジトリ 
電子ジャーナルを始めとする、学術情報流通の問題を考えるにおいて重要となる、オー

プンアクセスの思想とその一翼を担う機関リポジトリについて講義する。 
 
(13)図書館と法 
図書館をめぐる著作権、個人情報・プライバシー保護などの基本的な考え方や、インタ

ーネットの普及に伴う新たな動きと今後の方向性、展望などについて講義する。 
 
 
C 演習・班別討議 
1 演習 
自立的に業務を遂行するためには、自ら問題を発見し、適切に解決する方法を身に付け

ることが重要である。職場での実際的な問題から、講義及び演習を通して、問題発見から

解決までを実践する。 
 
2 班別討議 
(1) 班別討議 
大学図書館経営及びマネジメントに関連するテーマについて討議する。実際的な課題解

決を念頭において具体的な対応策、解決策を討議する。 
(2) 発表及び全体討議 
班別討議で検討した課題を実際的な解決方策にまとめ発表する。各班の発表をもとに全

体討議を行う。 

科目概要　5



変わる大学

なぜ大学は教育に力を入れるのか？①

なぜ大学は教育に力を入れるのか？②

6　大学と大学図書館



法人化と図書館

副学長（理事）兼務制の長所・短所

専任館長制の長所と短所

図書館長のリーダーシップ

教育の重要性の増大と図書館

大学と大学図書館　7



大学の教育観の大きな変化と図書館

東京大学の新図書館構想

図書館職員に期待すること①

流動的な状況でモノを言う専門性

図書館職員に期待すること②

図書館の枠に閉じこもってしまうのは損

8　大学と大学図書館
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２ 大学経営の課題

筑波大学大ビジネスサイエンス系教授

大学研究センター長 吉武 博通

１．国立大学法人化の意義の再確認と現状について

２．我が国の大学を取り巻く環境について

３．民間的発想の有用性と留意点

４．民間企業における経営・組織改革の事例に学ぶ

５．社会・経済環境の変化の中で大学に求められるもの

６．教育研究と経営の質の高度化をどう進めるか

７．競争力ある大学づくりを担う職員のプロフェッショナル化

８．大学図書館と図書館職員への期待

12　大学経営の課題
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14　大学経営の課題
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16　大学経営の課題
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３ 国立大学図書館の経営

東京大学附属図書館事務部長

田中 成直

 
１ はじめに 
組織には社会的存在理由・使命が在る 
経営とは 
大学経営のレベル 
経営も図書館職員の仕事 

 
２ 大学図書館の役割 
  人はなぜ図書館に来る？ 
なぜ図書館に来ないのか？ 
大学図書館の役割  

 
３ 大学図書館をとりまく状況 
国立大学、公立大学の法人化 
護送船団方式→規制緩和・競争原理の導入 
市場メカニズムの導入 
少子化、高齢化 
大学数、学生数の減少（短大も含める） 
きびしい国家財政 
情報通信技術の急速な進展  

 
４ 予算、人、資料、サービス 
国立大学運営費交付金 
科学研究費補助金 
国立大学経常収益の推移 
国立大学経常費用の推移 
国立大学図書館の予算 
国立大学図書館の職員数 
図書受入冊数（一大学平均） 
雑誌受入種類数（一大学平均） 
電子ジャーナル利用可能タイトル数（一大学平均） 
機関リポジトリ構築大学数 
機関リポジトリのコンテンツ数（平成 21年度末） 

18　国立大学図書館の経営



休日開館実施状況 
平日時間外開館実施状況 
国立大学の業務委託の状況 

 
５ 図書館職員の役割 
図書館職員の仕事 
図書館職員にしかできない仕事か？  非常勤職員、アウトソーシングでできる？ 
図書館職員に求められる資質 
処遇 
職員評価 
人事異動 
課長登用 
コミュニケーションをどう図るか 

 
６ 課題解決・企画の実現に向けて 
課題は身近なところにある。 
課題への対応、企画 

 
７ まとめ 経営も図書館職員の仕事 
管理職は変化をどう認識し、どう決断するか 
仕事の事、同僚の事、部下の事を考える 
もっと議論を、そしてやってみなければわからない 
 

国立大学図書館の経営　19
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20　国立大学図書館の経営



http://www.mext.go.jp/a_menu/koutou/houjin
/1295896.htm
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2012 6 11  
1) http://www.openaccessjapan.com/archives/2005/02/post_2.html 
2) Okerson, A.; O’Donnell, J. (eds) (1995). Scholarly Journals at the Crossroads: A Subversive 
Proposal for Electronic Publishing.  Association of Research Libraries. 
 http://www.arl.org/sc/subversive/ 
3) RoMEO Statistics. 
http://www.sherpa.ac.uk/romeo/statistics.php?la=en&fIDnum=|&mode=simple 
4) http://www.doaj.org/ 
5) http://roar.eprints.org/ 
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7)  
http://www.openaccessjapan.com/archives/2006/01/post_87.html 
8) http://drf.lib.hokudai.ac.jp/drf/ 
9) Hajjem C, Harnad S, Gingras Y (2005). Ten-Year Cross-Disciplinary Analysis of the 
Growth of Open Access and Its Effect on Research Citation Impact. IEEE Data Engineering 
Bulletin, 28, (4), 39-47.  http://eprints.soton.ac.uk/262906/ 
10) Swan and Brown (2005) "Open access self-archiving: An author study" Technical Report, 
JISC.  http://cogprints.org/4385/ 
11) Australasian Digital Theses Program Membership survey 2006 
http://archive.caul.edu.au/surveys/adt2006.doc 
12) National Institute of Health. Public access homepage.  http://publicaccess.nih.gov/ 
13) FRPAA
http://www.openaccessjapan.com/2007/09/frpaa-3.html 
14) Research Councils UK’ updated position statement on access to research outputs (2006).  
http://www.rcuk.ac.uk/documents/documents/2006statement.pdf 
15) European Commission (2006).  Study on the Economic and Technical Evolution of the 
Scientific Publication Markets of Europe. Final Report. 
http://ec.europa.eu/research/science-society/pdf/scientific-publication-study_en.pdf 
16) http://roarmap.eprints.org/ 
17) Sale, Arthur (2007). The patchwork mandate.  D-Lib Magazine. January/February 2007. 
13(1/2) . http://www.dlib.org/dlib/january07/sale/01sale.html 
18) Brussels Declaration.  http://www.stm-assoc.org/brussels-declaration/ 
19) Elsevier.  Article Posting Policies. 
http://www.elsevier.com/wps/find/authorsview.authors/postingpolicy 
20) An Open Letter to the U.S. Congress Signed by 52 Nobel Prize Winners.  
http://www.arl.org/sparc/bm~doc/2012-nobelists-lofgren.pdf 
21) 81 Scholarly Journal Publishers Oppose Federal Research Public Access Act.   
http://www.publishers.org/press/61/ 
22) RCUK Proposed Policy on Access to Research Outputs.   
http://www.openscholarship.org/upload/docs/application/pdf/2012-03/rcuk_proposed_policy_o
n_access_to_research_outputs.pdf 
23) The potential effect of making journals free after a six month embargo.  
http://www.publishingresearch.net/documents/ALPSPPApotentialresultsofsixmonthembargof
v.pdf 
24) http://scoap3.org/ 
25) Journal of Experimental Botany.  Open Access.  
http://www.oxfordjournals.org/our_journals/exbotj/openaccess.html 
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26) http://www.plosone.org/ 
27) http://peerj.com/ 
28) http://www.elifesciences.org/ 
29) Beall's List of Predatory, Open-Access Publishers. 
http://carbon.ucdenver.edu/~jbeall/Beall%27s%20List%20of%20Predatory,%20Open-Access%
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30) Open Access Archivangelism.  http://openaccess.eprints.org/ 
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–
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–
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8 研究者のアクセス手法 II 
筑波大学附属図書館長 中山伸一 

はじめに 
私は現在の自分の専門分野を「応用情報学」といっております。大学の専門

は有機合成化学ですが、タンパク質を対象に電子スピン共鳴装置を使ってスピ

ンラベル法という手法を用い、タンパク質の高次構造の研究を行っておりまし

た。その後、化学の研究所でフッ素化合物の合成研究を一年間行い、図書館情

報メディア系の前身である図書館情報大学に勤めましました。そして、その後

ウエットな研究からドライな研究への方向転換を行い、現在は化学の研究も続

けながら図書館情報学や認知科学的な研究を行っております。 
指導を行っている（いた）大学院生や学部生の研究テーマは、「三次元構造に

もとづくタンパク質構造の類似度」、「化学構造表現におけるビットストリング

の方法の比較」、「感情による図書検索システム」、「性格と感情の個人差に基づ

く図書検索システムの可能性の検討」、「創造性測定と思考動機」、「物語映像に

享楽する心の構造に関する研究」、「知識表現としての説明の仕方の分類」など

多岐にわたっております。これらの領域の全てに関してお話をするには時間が

足りませんので、ここでは『情報化学』をキーワードとした研究をとりあげ、

その研究の方法とそこでの情報の位置づけを紹介するとともに、大学図書館と

の関わりを考えてみることにします。 
 
情報化学とは 
情報化学がどのような研究を行う領域であるのかが分かる、という図書館員

の方は少ないと思います。日本化学会の部会の一つに情報化学部会というのが

ありますが、この部会は化学研究への情報・計算機の広い活用を図ることを目

的に 1983年に設立され、現在の会員数は 400名程と小さな所帯です。アメリカ
化学会にも同様の領域に対応する部会がありますが、こちらは  Division of 
Chemical Information (CINF)と Division of Computer in Chemistry (COMP)
の二つに分かれており、それぞれ 1,000名程と 2,200名程の会員数です。CINF
は化学の情報を（計算機で）どう扱うか、COMP は化学を計算機でどう扱うか
ということが研究の中心です。情報化学部会はその両者を包含する研究領域を

扱っております。以下に、情報化学部会の HP に掲載されている情報化学の研
究領域を示します。 
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・化学情報学（情報検索、データベース、グラフ理論、反応設計など） 
・理論化学、計算化学（量子化学、分子軌道法、分子力学、分子動力学、

各種シミュレーションなど） 
・ケモメトリックス（統計、数理科学など） 
・構造活性相関、構造物性相関 
・知識情報学およびそのためのソフトウェア（エキスパートシステム、

ニューラルネットワーク、ファジィ、カオスなど） 
・コンビナトリアルケミストリー 
・通信・システム（コンピュータネットワーク、並列化、専用機、コン

ピュータグラフィックスなど） 
・ラボラトリーオートメーション 
・上記分野に関する教育 

                 http://cicsj.chemistry.or.jp/intro.html (参照 2012-06-08) 
なじみの無い単語が連なっていてチンプンカンプンだと思いますが、授業の

中では少し詳しく述べたいと思います。 
 
情報化学研究の流れと情報 
私が情報化学の研究を行おうとする学生を研究指導する場合、だいたい以下

のような大まかな流れで行っています。 
研究テーマの設定（問題点の明確化） 
関連研究の論文講読 
仮説（モデル）の設定 
研究テーマ・仮説の新規性のチェック 
実験（仮説検証）計画の立案 

実験方法の選択、開発 
分析方法の選択、開発 

実験（計算機実験） 
実験結果の考察（仮説の妥当性の検証） 
研究成果の新規性の再チェック 

このように情報化学研究といっても特別な研究の流れがあるわけではなく、

一般的な科学研究の流れである仮説検証のプロセスをたどります。ただ、仮説

（モデル）を考えた後、それをウエットな実験により実証するのではなく、理
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論もしくは計算機実験等により実証していくというのが特徴です。 
情報学の研究一般に言える事ですが、情報化学の研究は何らかの領域の研究

を支援するようなものが多いようです。例えば、化学情報学における大きなテ

ーマの一つとして化合物の情報検索があります。しかし、化合物の情報検索が

社会に直接役立つかというとそうではなく、薬の開発や材料の開発などという

研究を支援するのに利用されるのが一般的です。従って、化合物の情報検索に

ついて研究しようという場合、何のために使われるのかという想定をする必要

があり、それによって検索システムのモデルが変わってきます。その意味で、

情報化学研究においては、情報化学そのものに関する問題点の把握だけではな

く、その応用領域での問題点の把握というのも必要になる場合が多いのです。 
情報学と化学の複合領域である情報化学研究には、化学からこの領域に入っ

た研究者と情報学から入った者がおり、どちらから入ったかにより研究のため

の情報の扱い方が異なります。研究の始まりである問題発見の段階で考えると、

化学からこの領域に入った者は、応用領域である化学の問題発見は自分の専門

なので知識があります。しかし、情報学からこの領域に入った者は、専門外の

情報を扱わなくてはなりません。後者の問題発見は、化学の専門家からの依頼

や、一般誌などを読んでの思いつき（この場合はどうすれば問題解決できるの

かを合わせて思いつく場合が多い）がきっかけとなります。そこから明確な研

究テーマを設定するまでは、情報化学の専門誌を読む事になります。 
研究テーマが設定されると、情報学の知識を使ってどのようにその問題を解

くことができるのかを考える仮説（モデル）設定の段階に入ります。もちろん、

テーマ設定と仮説設定は奇麗に分離される訳ではなく、並列的に行われる場合

も多くあります。仮説設定に必要な情報は、対象とする問題に関する先行研究

であり、これはどのような研究領域においても必須です。ただ、情報化学研究

の場合、その方法論として情報学や情報工学の方法を援用する場合が多いので、

化学からこの領域に入った者は、それらの方法についての情報や知識を得る必

要があります。私はタンパク質の高次構造の研究を行っておりますが、大学の

同僚（情報工学の専門家）に誘われて情報工学の国際会議に出席し、ニューラ

ルネットワークという新しいパターン認識手法を知って、高次構造予測にそれ

を適用する研究を行ったことがあります。残念ながら、この研究は他の研究者

に先を越されましたが、同時期に私を含めて多くの研究者が同じような研究成

果を発表しており、新たな手法の開発に注意することの重要性を実感しました。 
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実験計画の立案は、どのようにして仮説を検証するかを考える段階です。こ

こでは仮説に従ったシステム開発やデータ分析の方法を考えるため、プログラ

ミングや分析手法等に関するような情報や知識を必要とします。化学からこの

領域に入った者は、そのような情報や知識を新たに得なければなりません。 
実験以降の検証プロセスは一般的な科学研究の流れと同じで、情報化学の専

門知識が必要となります。 
 
大学図書館および大学図書館職員に期待すること 
情報検索の端末が研究室に置かれるようになり、図書館職員の情報検索への

関与は現在ではほとんど認められなくなっております。それに加えて電子ジャ

ーナルの導入により、図書館の器としての利用は減ってきております。一方、

アクセスが多様化したことにより、全体的な図書館機能の利用度は向上してい

ると考えられます。特にインターネットを介して電子的資料を読むという図書

館機能を利用する研究者は急激に増大しております。資料の検索は研究者の能

力の問題ですが、検索機能そのものの提供や、そこで得られた資料をできるだ

け電子的に得られるように、適切で分かりやすい環境を作っていくことは図書

館の問題です。端末の上に、いかに使いやすい図書館を構築できるかが図書館

に求められている課題なのです。 
情報化学のような複合領域の研究を行おうとすると、自分の専門としない領

域の資料が大変重要になります。近年多くの複合領域の研究が盛んに行われる

ようになってきておりますが、その複合の度合いはますます高まり、研究者が

研究対象に関わるすべての専門資料を扱うのが困難な状況が現れてきておりま

す。図書館職員が資料論の知識を豊富に持って対応してくれる事は、研究者に

とって大変ありがたいことです。もちろん、専門分野の研究者の方が、知識を

多く持っていることは間違いありません。図書館には、そのような人を紹介す

るというゲートキーパとしての役割も期待されると考えます。その意味で、図

書館職員が研究者との接点を多様に持つ事が必要でしょう。 
 
おわりに 
研究に関わる情報・資料は、日々変化しております。大学図書館と大学図書

館職員は、それに常に追随して学ぶことにより、わがままな研究者の研究を支

援していただければと思います。 
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• Tanimoto
•

–
•

• Bitstring X
C O N H F Cl Br
1 0 0 1 0 1 0

• Bitstring Y
CH3 CH2 CH C=C C=N
0 1 1 1 0

•
–
–
–

•
–
–

A B B A

B 0 1 1 0

A 1 0 0 1

B 0 1 1 0

A 1 0 0 1

S1 S2
AA 0 0
AB 1 1
BA 1 2
BB 1 0

•
•
•
•
•
•
•
•
•
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•
–
–
–

•
–

•

• Journal of Computer Aided Chemistry (2000 )
( )

• Journal of Computer Chemistry, Japan (2002 )
Journal of Chemical Software (1992 2002)
JCPE Journal <JCPE Newsletter(1989 1988)> (1999 2002)
( )

• Chem Bio Informatics Journal
( )

• Journal of Chemical Documentation (1961–1974)
Journal of Chemical Information and Computer Sciences (1975–2004)
Journal of Chemical Information and Modeling (2005 )
(The American Chemical Society)

• Journal of Chemical Theory and Computation (2005 ) (The American
Chemical Society)

• Journal of Computational Chemistry (Wiley)
• Molecular Informatics (Wiley)
• Journal of Chemometrics (Wiley)
• Journal of Molecular Modeling (Springer)
• Journal of Computer Aided Molecular Design<Perspectives in Drug

Discovery and Design> (Springer)
• Journal of Molecular Graphics and Modelling <Journal of Molecular

Graphics> (Elsevier)COMP MGMS
• Computational Biology and Chemistry <Computers & Chemistry> (Elsevier)
• Tetrahedron Computer Methodology (Elsevier) 1991
• Chemometrics and Intelligent Laboratory Systems (Elsevier)
• Bioinformatics (Oxford)
• Journal of Chemical Theory and Computation (ACS/COMP)
• Journal of Chemical Information and Modeling (ACS/COMP)

• Journal of the American Chemical Society (ACS)
• Angewandte Chemie(Wiley)
• Journal of Organic Chemistry(ACS)
• Tetrahedron (Elsevier)
• Acta Crystallographica (Wiley)
• Analytical Chemistry (ACS)
• Journal of Analytical Chemistry (Springer)
• Analytica Chimica Acta (Elsevier)
• Journal of Chemical Physics(AIP)
• International Journal of Quantum Chemistry(Wiley)
• Biochemistry (ACS)
• Journal of Molecular Biology (Elsevier)
• Nucleic Acids Research (Oxford)
• Journal of Medicinal Chemistry (ACS)
• Journal of Pharmaceutical Sciences (Wiley)
• Drug Discovery Today ( Elsevier)

•
–

•
–
–

•
•
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１．図書館建築はそれぞれごとに正解がある
　　建物は「働きとしての図書館」の器　→　それぞれの役割、運営方針、利用者　→　役に立つ建物
　　建物はある固有の場所に建設される　→　特有の条件・制約（物理的・社会的環境、地盤、法律など）
　　　　　　　→　固有の条件に合わせ、もっと多様性と個性をもった建築が追求されるべき
　　活動は変化するが、建物は容易には追随できない。時として器が活動を制約することもある　
　　　　　　　→　将来の活動の変化の方向を予測し、それに対応できる建築を創造する

２．配置計画
　　利用しやすい位置、分かりやすい位置
　　・利用者の日常的な生活動線の上に　→　キャンパス入口、中央広場、食堂に接して、学部棟入口
　　・学部のグルーピングとの関係　　　→　利用者の全体としての移動距離が少ない
　　・図書館相互の位置関係　　　　　　→　キャンパスプランニング上の課題

３．規模計画（延床面積と各部の面積配分）
3-1  全体規模、分割方式
　　・基準、法規、予算、その他から延床面積の上限値が設定されることがある　→　部分に分割
　　　例：国立大学図書館協議会『図書館建築基準に関する報告』による
　　　　「基準面積算定式改訂試案」（1991年6月）
　　   S＝ 1.8U＋3.5G＋5.3（1.5R－0.21U－0.336G）＋80T＋500
　　　　　　R＝当該団地の全蔵書冊数（単位：千冊、未満切り捨て）
　　　　　　U＝当該団地の学部、一般教養、専攻科、別科、短大の学生定員
　　　　　　G＝当該団地の大学院完成定員
　　　　　　T＝受入雑誌タイトル数（単位：千タイトル、未満切り捨て）
　　　　　　　-1　（　）内が負数になる場合は0とする
　　　　　　　-2　図書館本館の面積については上記算式により算出した面積にさらに500㎡　を加算する。
　　　　　　　　　但し、加算は大学１カ所とする。
　　　　■現行（文部省編「国立学校建物必要面積基準書」1978年）
　　　S＝ 1U＋2G＋5.3（1.5R－0.1U－0.16G）＋300　（全学で１館に限りさらに300㎡　加算できる）　
　　改訂の必要性：現行算定式では考慮されていない点（同報告より）

　　1.インテリジェント化、ニューメディア関連スペースの増加（OPAC、CD-ROMなど）
　　2.大学の国際化と増加する留学生
　　3.定員以外の学生（研究生など）並びに教官の利用
　　4.「ゆとり」への対応
　　5.生涯学習への対応　←　大学図書館の一般開放

3-2　積み上げ方式
　本質的には図書館の面積は、計画図書館の果たすべき役割、活動内容、サービス方針から必要な室・ス
ペースなど（参考表）の構成要素を決定し、それぞれごとに収容する資料数（必要となる書架数に換算し
て）、座席数その他の設備の数と単位面積などから必要な床面積を算定して積み上げることで求めるべき
である。
　しかし、積み上げ式だけで決定できることはまれで、上記の全体面積との間でいくつもの各部面積の配
分試算を行うことで適正な全体規模とその配分を決定する。　

系

9
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［参考ー1］
　表：構成要素別スペース
　目　的 　構成要素 　室・スペース 　主要内容

　利　用　 　入　　口 　入口ホール
　ロビー
　（軽読書スペース）
　貸出カウンター

　ブックポスト・傘立て・B.D.S.
　展示スペースなど
　一般雑誌・新聞など
　貸出・返却、総合案内、入退館管理

　目録・参考業務 　目録検索スペース   OPAC端末スペース

　参考図書閲覧室 　参考図書、二次資料
　参考業務デスク
　情報検索用端末コーナー
　複写設備

　閲　　覧 　開架資料室
　　・一般開架資料室
　　・雑誌閲覧室
　　・新聞閲覧室
　　・指定図書閲覧室
　　・特殊資料室
　　・貴重資料室
　　・視聴覚資料室

・主題部門別開架室制
・資料種別開架室制
　　OPAC端末スペース
　　資料配架スペース
　　資料展示スペース
　　閲覧座席スペース
　　相談業務スペース
　　ラウンジスペース

　そ　の　他 　グループ研究室
　グループ学習室
　演習室
　資料複写スペース
　喫煙室

　図書館資料を利用するグループ研究

　図書館資料を教材とする演習

　収　蔵 　書　　庫 　一般書庫
　保存書庫
　貴重書庫
　視聴覚資料庫

　安全開架式書庫
　閉架式書庫
　通常型書架、集密書架、積層書架
　自動書庫　

　業　務 　総　　務 　館長室兼応接室
　各役職員室
　一般事務室
　会議室

　庶務・会計

　整　　理 　整理事務室
　印刷・複写室
　視聴覚資料制作・編集室
　製本準備室
　荷解き室、消毒室
　倉庫

　情報管理 　情報管理室 　コンピュータ室など

　閲覧業務 　閲覧事務室

　その他 　休憩室・更衣室

　施設維持 　機械室・電気室・施設管理室（延床面積の10％程度）、廊下、階段、便所など

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 参考資料：国立大学図書館協議会『図書館建築基準に関する報告』平成3年
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［参考ー2］　大学図書館を取り巻く環境の変化

図書館は利用しない（利用する必要がない）

「インタ－ネット上の情報は信頼性に乏しい」
「目的とする情報がなかなか見つけられない」

非来館型利用来館利用

利用者（学生・院生・教職員

アクセス

図書館職員の専門的な知識と技術
による人的サ－ビスの充実

・信頼されるコレクションの構築
・資料と情報の迅速・的確な探索

図書館職員に時間とスペ－ス
　・単純反復的な労働の軽減
　・知的作業に専念できる環境

・インタ－ネットパソコンの設置
・情報コンセントの装備
・高性能パソコンの装備

・職員の効率的な配置
・迅速な出納提供
・保存スペ－スの拡充
・共同保存書庫機構の追及

･開架書架－公開書庫－閉架書庫の3段階構成
・セルフサ－ビス化   ／  ICタグシステムの開発
・搬送の機械化 
・  自動出納書庫

市民利用の増加への対応

コンピュ－タセンタ－機能との融合
組織・施設の融合：情報基盤センタ－

ネットワ－ク上への情報の発信
関連サイトとのリンク　

・新しいコンテンツの作成
・媒体変換
・大型デ－タベ－スの提供
・電子ジャ－ナルの提供
・アクセスサイトの選定

図書館職員による
情報活用技術教育
教育機能を担う図書館 

　マルチメディア教材作成
　センタ－機能化ヘの要求

来館
資料情報の利用
場の利用
機器の利用

・学際的・総合的な研究教育
・研究機能への重点の移行
　→　図書館への資料の集中配置　
・出版量の増加，購入資料数の増加
　←　資料購入費の削減

・インタ－ネットを介した遠隔教育の実施

快適な利用環境
メディアミックス型ゾ－ン構成

図書館

・一般市民への図書館の公開

増え続ける活字資料への対応

・法人化

経営という視点

利用者に転換

図書館建築と設備　97



3-3 書架スペースの面積算定
㎡蔵書収容力（冊／　）＝　　段数×一段に並べられる冊数×利用率×2

　書架間隔×0.9

表：書架間隔と書架間における行為

書架間隔 　適　用　箇　所 書架間における利用者・館員の行動など

 1.2 m
1.35
 1.5

1.65

 1.8

 2.1
 2.4

閉架実用最小
閉架常用
利用者の入る閉架
開架実用最小
開架実用

資料数の多い
開架常用
利用者の多い開架
利用者の多い開架

最下段の資料を取り出す際には膝をつく
最下段の資料を腰を曲げて取れる
接架している人の背後を自由に通行できる

声をかければ接架している人の背後をブッ
クトラックが通行できる
接架している人の背後をブックトラックが
通行できる
人と車椅子がすれ違うことができる
車椅子同士でもすれ違うことができる
下段が突き出している書架が使用できる

この理由には用地難、建設費・維持費の効率化、利用の
便、利用のきっかけをつくりやすいなどが挙げられる。
　しかし、複合化に伴うデメリットは建築面だけでも,
1.図書館としての空間構成の自由度が制約される
　　分かりやすい入口、
　　天井の高いワンル－ムの空間、
　　各スペースの合理的な配置、
　　書架配列に都合のよい柱間隔　の確保が困難

2.建物内公害
　講義室からの騒音や食堂からの臭気の問題
など
3.将来の増・改築の可能性が制約されるなど
がある。
　複合化は、図書館サービスに支障のない施
設条件が確保されること（入口の独立、面積
の確保、柱間隔など）を条件とすべきである。

４．各部計画
4-1 資料情報を利用する
　・さまざまな目的をもった来館者＝利用目的、体調・気分、好みなどにより求める空間性状が異なる。
　　→さまざまなスペース、多様な閲覧机と座席（個室、個人席、大きな机（隔て板の有無）、グループ室）
　　→温湿度、照度、音環境に対する「快適さ」の個人差→セルフコントロール、細かなゾーンコントロール
　・資料・情報の取得や利用にパソコンを使うことが多くなった。
　　照明：垂直面照度と水平面照度の照度格差
　　　　グレア（＝強い輝度対比、映り込みなどによる見にくさ）の問題
　　　　TAL方式＝局部（タスク）照明＋全般（アンビエント）照明→省エネルギー、個人の好みへの対応
　　床配線：電源線、通信線が床をはわないように→フリーアクセスフロア or  情報コンセント
　　音環境：音の発生源を除く（床材の選択など）、音の拡散防止（吸音、ブースで囲う）、遮音（外部騒音）

実際の算定では、柱の存在による配置上のロスや主要な通路部分の
面積などを見込んで、30％程度の割り増しをしておくことが必要。
3-4 複合・併設の図書館建築
 大学図書館が研究棟など他の機能の施設と複合・併設して
「合築」で建設されることもしばしばである。

ギャラリー型　　　　　コーナー型　　　　　書架ブロック型　　　　コーナー形成型
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呼び名 高さ（mm） 幅（mm） 比　率

文庫判（A6判） 148 105 13.0％

新書判  約170   約110   5.8％

B6判 182 128 10.8％

A5判 210 148 31.1％

B5判 257 182 29.1％

A4判 297 210 約10％

　・利用するために保存する→利用しやすい（探しやすい、取り出しやすい）
OPACの普及にともない閉架資料の請求が増えている。

　・長年月にわたって保存する→収蔵効率が高い、保存性が高い
　　安全開架式で学生などを入庫させる→積層書架の場合、消防法との関係
　　電動書架などの集密書架→探しにくい
　・書庫環境：できる限り温度・湿度の変化が少ない、紫外線など有害光線の侵入・発生が少ない
　　通常書庫は書庫内作業員に快適な環境を優先（暖冷房）、保存・貴重書庫では保存性能優先
　　地下書庫の方が外部からの影響が少なくコントロールしやすい（建築構造上も有利）
　　地上の場合には、窓の向きと大きさに注意：窓ガラスは熱伝導率が高く室内温度が変化しやすい
　　書庫の大規模化にともなう書庫内作業の労働量の増加（地下書庫では快適な作業ステーションが困難）
　　出納業務の効率化、省エネルギー、地震時の安全性、保存性の向上などから自動書庫に可能性
　　自動書庫＋搬送設備で自動出納システム（国際基督教大学図書館など）
　・消火方法（水かガスか：スプリンクラー、ガス消火設備のいずれにしても防災設備の日常点検は必須）

4-3 資料・情報を作成する
　・資料の媒体変換（マイクロ化、電子資料化）　　→　機関リポジトリ
　・館独自の資料の作成（加工、編集、編纂）
　　アーキビスト的な職員の研究個室

５．事務作業室のインテリジェント化
　・事務作業でのパソコンの使用　→個別性の高い型家具（一人当たりの面積を大きく、照明、空調、配線処理）
　　個人作業化
　　　→セクショナリズムの発生、お互いの顔を見合うことが少なくなる、ＯＡ疲労の問題→職員談話室

　・返却の都度，任意のビンに収める
　　フリーロケーション方式で管理
　・出納時間は平均5分弱

■公共図書館では「スタッフラウンジ」の設置は常識化してきた。
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６．強い地震に対する安全確保の対策

6-1　開架スペース：高書架はしょうぎ倒しになり、低書架は横に移動する。いずれからも本が転落する。
　（書架は本を振り落とすことで転倒・崩壊を免れる、人が書架間にいる場合には、本が降ってくる危険があるが、
　　そうでないと書架が倒壊する）
　・高書架は床固定（アンカーに固定）および頭つなぎ、低書架は床固定
　　連方向の揺れに対しては、いずれの場合も書架の中心部にブレース（筋交い）を入れる。
　・壁に沿って置いてある家具は、背面を壁に緊結する（壁には事前に受けを施しておく）
　・雑誌架なども上記と同様の措置
　・端末機などは家具に固定し、家具を床に固定
　・キャスターのついた移動家具は、使用時以外然るべき場所に収納する習慣を付ける。
6-2　事務・作業室：2段重ねのキャビネットが最も危険、ロッカーなども倒れたり動き回る。
　　　　　　　　　 机上に置いてあるパソコン類が落下する。
　・2段キャビネットは上下を緊結し、壁などに固定する。
　・移動する家具は、ロックをするなどを習慣化する。
6-3　書　庫：移動式書架が連方向、横方向に強く揺られ、脱線、転倒する。
　・耐震機構の充実を購入の判断基準とする。
　・連方向に、各書架中心にブレースを入れる。
　　→在館者がいる場合を想定しての避難・誘導訓練を定期的に実施する。　
　　→きちっとした施設管理（日常点検、防火シャッターの下に書架を移動してしまうなどがないように）

７．セルフサービス、省人化への装置

7-1　蔵書の不正持ち出しを防ぐ、入口でのBDS　（磁気式、ICタグシステム）
　　　フルサーキュレーション方式とバイパス方式　
7-2　蔵書検索のセルフサービス
　　利用者開放端末OPAC（館内のいろいろな場所に：情報コンセント、配線ルートだけは設置しておく）
7-3　貸出のセルフサービス
　　場合によっては、カウンターの人にもどんな本を借り出すかを知られたくない
7-4　返却のセルフサービス
　　さいたま市立中央図書館に設置
7-5　閉架書庫からの出納のための自動出納書庫

８．サイン計画

　基本：利用者の限定された大学図書館であっても、大規模化、複雑化などからサインの重要性は増して
　　　　いる。サインを付録的なものと考えず、設計段階から一貫したシステムとして計画することが大
　　　　切である。
8-1　サインの設置個数は少なく：誘導をサインだけと考えない。
　　　例えば、階ごとに基調色を決めていろいろな場所にそれを使えば、現在地の識別は容易になる。
　　　　　　　カウンターの近辺を明るくすれば人は寄ってくる。
8-2　サインの情報は少なく、平易な表現で：サインは見るもので読むものではないと考えるべき。
　　　専門用語は極力少なくする。
8-3　空間表示型のサインを充実する：利用者は迷った時点でサインを求める。
　　　したがって「方向指示型＝矢印方式」より、どこからでも進路選 択が検討できる「面的な表
          示＝地図方式」の方が適している。
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［付　録］
１．建築基準法の規定

1-1　延床面積など
　容積率、建蔽率の上限値が敷地ごとに定められている。
　・容積率＝延床面積／敷地面積
　・建蔽（ぺい）率＝建築面積／敷地面積
　　　　（建築面積＝およそ1階の床面積）
　■大学キャンパスの場合は、例外的な過密キャンパス
　　を除いて、ほとんど問題とならない。
1-2　防災上の規定
　・防災設備：火災報知設備、消火設備、非常照明設備、
　　非常放送設備、非常電源設備など
　・防火区画＝煙や高温ガスの拡散を防ぐことを目的と
　　し、耐火構造の壁・床で区画された空間単位をいう．
　　いわば、火災が消火困難となった場合に放棄してし
　　まう区画である。
　　図書館の場合は、1,500㎡　を超えない範囲で区画す
　　べきと定められている、図書館は広い一体の空間を
　　望むことが多いので、壁ではなく火災時に作動する
　　防火シャッター、防火扉を設置する方法で区画する
　　方法をとる例が多い．
　　また、スプリンクラーを設置すれば3,000㎡　を防火
　　区画単位とできる。
　　「壁・床で区画」から吹抜けをもつ図書館では上下
　　階合計で上記面積を超えないように区画する。

　・縦穴区画＝階段は火災時に煙突のような働きをして
　　しまうので、階数などにより入口に防火扉、防火シャッ
　　ターを設置することが必要になる場合がある。
　　なお、避難のために 2以上の階段を設けて、二方向
　　の避難経路を確保することや室内からその階段まで
　　の避難距離なども細かく規定されている。
　・排煙区画＝天井面に沿って煙が拡散することを防ぐ
　　ため防煙垂れ壁で区画し、区画された範囲内で排煙
　　を行う。
　・耐震壁＝ 地震時に横揺れに耐える目的で設置される
　　壁で、筋交い的な役割をもつ。間仕切り壁と区別さ
　　れる。簡単にいえば、増改築時に壊せない（取り払
　　うことができない）壁である。
　　性能上からは柱から柱まで一体であること、Ｘ方向、
　　Ｙ方向で均等に分散していることが望ましく、出入
　　口をもつ開口壁や偏った位置だけでは逆効果のこと
　　もある。従って、図書館建築では耐震壁をとりにく
　　い。設置しない場合は、柱や梁に強い強度が要求さ
　　れ、これらのサイズが大きくなることは避けられな
　　い。
1-3　構造強度
　・通常の建物の25％増の構造強度を有することが義務
　　づけられている。

２．障害者も支障なく利用できる建築のための法律：バリアフリー環境の実現

　心身に障害を有する利用者、職員が、施設や機器を支
障なく利用でき、働ける図書館でなければならない。
　つまりバリア・フリー環境である。国は図書館も含ま
れる特定建築物においてバリアフリー環境実現のために
法律（「高齢者、障害者が円滑に利用できる特定建築物
の建築の促進に関する法律：通称ハートビル法（1994
年）、2006年改正バリアフリー新法」を定め、出入口、

廊下、階段、昇降機、便所、駐車場、敷地内の通路の7
点について「基礎的基準」と「誘導的基準」を設けて配
慮を求めている。しかし、具体的な指針では「車椅子」
問題にばかり焦点が置かれている傾向がある。また、こ
れらは「図書館の使いやすさ・働きやすさ」を直接保証
するものではないことに注意を要する。

３．既存施設の図書館への改修

　大学では、研究室や事務室を図書室に転用する例が少
なくない。今後は、既存施設を図書館に転用することも
増えてこよう。
　既存施設の転用の際には、当該施設が 1981年の新耐
震設計法適用以前の建物（既存不適格建築物）か否かで、
とるべき方策が異なり、1981年以前の建物では耐震診
断と必要に応じ耐震補強工事を行う必要がある。
　また、図書室・館への転用には、大きな積載荷重（表）
に対する対策工事（床スラブ、大梁、小梁の補強）が必
要であることが多い。
　一般に基礎の補強を要する改修は施工と費用に制約が
あり困難な場合が多い。

　いずれにしても、専門家による耐震診断・劣化診断等
が必要である。
　
　　表：積載荷重

用　途 床用（kg ㎡／　）

事務所 300

開架書架スペース 500～800

集密書庫スペース 1200 

法的には、図書館の床の積載荷重規定はない。
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•  資料の保存環境 
•  セキュリティ：日常時・災害時 
•  書庫内で働く職員の作業環境 
•  ランニングコスト

自動書庫（国際基督教大学） 
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光庭（自然の樹木、雑誌・新聞） 

 

 

 

 

立って対応するレファレンスデスク 
（インフォメーションポイント） 三角形のデスクで利用者がすぐ横に立てる 
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腰軽く書架に案内 
長い話や他者に迷惑となりそうであれば
ブースの中で 

新潟市立図書館の勾玉型インフォメーションデスク 
（デザイン：岡田新一設計事務所）
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セルフサービス化-1：自動貸出装置 
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←　 開架書架スペース 
　　 利用者の目に付きやすい位置に　　 
　　 設置することが原則 

子供用に一段低く 

RFIDタグ利用であればより簡単 
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シカゴ大学ヨゼフ・レーゲンシュタイン図書館 
広大な書庫（開架式で24時間利用者が入る） 

120　図書館建築と設備



 

 

 

県議会議場棟を転用：茨城県立図書館 

館内 旧議場を閲覧室に 

段差の解消 
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左の鉄骨階段で上る（書架は両面使用型） 工科大学なので雑誌が中心（3千タイトル以上） 

ヨーロッパでは手動式がほとんど 
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（SLUB） 

200席の中央大閲覧室 
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6階から9階：斜路になっている開架書架スペース 
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1 (2009)  
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3. TULIPS 

(ISO11620)

 
e-SRVEQUAL DigiQUAL

Web

 
TULIPS

Simple & Quick
Google Web

OPAC
TULIPS PDF

OPAC
TULIPS OPAC

Google

TULIPS

 
 
4. Web TULIPS 

TULIPS

Google Amazon Web
Web
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3. TULIPS 

(ISO11620)

 
e-SRVEQUAL DigiQUAL

Web

 
TULIPS

Simple & Quick
Google Web

OPAC
TULIPS PDF

OPAC
TULIPS OPAC

Google

TULIPS

 
 
4. Web TULIPS 

TULIPS

Google Amazon Web
Web

TULIPS
Twitter

Twitter
 

 

 
 
5. TULIPS 

TWINS, TRIOS, FAIR
e-

 
17

 
 
6.  

2

CM
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2

17

3

Digital Library Reference Model by DELOS
1.

2.

3.

4.

5.

6.

7.

4

2002 2006 2010

•
•

•
•
•

•
•
•

5 6

146　電子図書館マネジメント



7

2010 (1)

2006 3 2006
2006 9
2006 10 -2007
2007 4 2010

2008 3 6 Web
http://www.tulips.tsukuba.ac.jp/RD/DL_plan.pdf

2010 (2)

2008 7
1% 4

2008 102008 10

-> 

2008 11

2010

OPAC

2010

2006

1. 
1. 

12

EJ, DB
2. 

3. 

2. 

3. 

電子図書館マネジメント　147



13 14

15

OPAC

Web
OPAC

16

Google Book Search

FRBR

SNS RSS

OPAC

17

e OPAC OPAC)

OPAC

OPAC

DB
DB

DB

DBDB

18

DB

DB

DB

DB

DB
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OPAC

19 20

http://current.ndl.go.jp/node/21278
http://current.ndl.go.jp/ca1772

201421

22

23

OPAC

Extensible Catalog (2009)
Serials Solutions Summon (2011)  

RICOH LIMEDIO (2010)

24

CO  M O ( 0 0)

Ex Libris Primo (2010)

EBSCO Discovery Service (2012)

Serials Solutions Summon (2010)
http://current.ndl.go.jp/node/21278
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大学図書館職員の新たな役割

（講義要旨） 
 

竹内 比呂也 
（千葉大学文学部教授，附属図書館長，アカデミック・リンク・センター長） 

 
大学図書館を取り巻く環境は大変に厳しいものになりつつある。例えば「現在，我が国の大

学図書館は，大学を取り巻く社会の高度情報化の中で，大学における教育目的の多様化と研究

活動に対する社会的要請の変化と高度化に対するため，その機能を拡充し，高機能化，効率化

を図る必要に迫られている。また，大学全体の管理運営費が削減される状況の中で，人件費も

含めた大学図書館運営費も例外ではなく，非常に厳しい状況にある」と科学技術・学術審議会

の作業部会１）においても指摘されている。また国立大学における「市場化テスト」の波は大学

図書館に及び，国立大学においても全面委託によって運営される図書館が出現した。言うまで

もなく私立大学図書館における図書館業務全面委託化は今や特別なものではなくなりつつある。

「支援」しかしない職種は大学にとって必要不可欠なものとは見なされない時代が到来しつつ

あるといってよいであろう。 
河西は「『情報化に対応しない図書館』や『学習に役立つ図書館』を明示的に指向しない大学

図書館は，大学にとって単なる巨大書庫という不良債権になりかねない」２）と記し，コレクシ

ョンがあるというだけでは図書館の意義はもはや全くないことを示している。 
このような大学図書館に対する見解は，別に日本においてのみ見られる訳ではない。米国で

長年大学運営に関わってきたDavid Schulenburgerは「大学のなかで『場所としての図書館が
必要である』と言っているのは図書館員くらいのものである」と 2009年 3月に著者に語って
いる。またカリフォルニア大学の石松は 「アメリカの大学では，ライブラリアンという職種が
絶滅しようとしている」３）と述べており，これまで日本の多くの図書館関係者が理想としてき

た，米国の大学図書館，あるいは図書館員のシステムに「黄昏」が訪れているように思われる。 
これらの言説は，すでに確立された組織あるいは職種と考えられていたものであっても時代

の変化によってその存在意義が問われなおされることがあるというごく当たり前の現象が，図

書館あるいは図書館員にも押し寄せているということを示しているにすぎない。しかしながら

ここで留意しなければならないのは，記録された知識を，時代を超えて保存し，利用可能にす

るという図書館の普遍的かつ本質的な機能やそれを支える図書館員的な機能が不要になってい

るということではないという点である。今日，このような機能は，情報通信技術の持つ利便性

の陰に隠れて不当に軽視されているようにも思われる。そのような状況にあって本質を守って

いくためには，単にその機能の意義，あるいは普遍性を述べるだけではなく，時代の変化に合

わせて外見を変えながらも本質を維持するしたたかさが求められる。大学図書館あるいは大学

図書館員にとっては，現代の大学あるいは高等教育にとって必要な機能を提供しなければその

存在意義を主張することはできない。「時代に即した新しい機能を開拓しつつ，その普遍的な機

能を維持し続ける」ことが重要である。 
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この講義では，このような背景を理解した上で，以下のような観点から大学図書館員の問題

を論じることを試みる。 
 
１．大学図書館員には何がもとめられているのか 
国立大学でも図書館は市場化テストにさらされようとしているが、そのような環境のもとで

の大学図書館職員には何がもとめられているのか。またアウトソーシングは、大学図書館（員）

に何をもたらそうとしているのか。もし、大学図書館の将来が教育機能にあるとしたら、アウ

トソーシングの先に見えてくるのはなにか。真の専門職への道か、それとも大学崩壊への道か。 
 
２．主題専門職的大学図書館員は万能か 
戦後日本の高等教育改革においては、アメリカがモデルとしてさまざまな変革がなされたが、

日本の大学図書館員については、それが実現してはいない。また同時に、アメリカ型の図書館

員養成を理想と考える人は多い。教育機能を強化した大学図書館を考えた場合、あるいは今日

のような情報通信技術に依存する図書館を考えた場合、図書館員を構成するのは、アメリカ型

の専門職図書館員＝主題専門職だけでよいのか。またアメリカ型の図書館員養成／職員モデル

は真にグルーバル・スタンダードと言えるのであろうか。 
 
３．パブリックサービスとテクニカルサービスという組織は今日の大学図書館にふさわしいの

か 
多くの大学図書館で、パブリックサービスとテクニカルサービスという観点から組織の構築

が行われているが、これはこれからの大学図書館の役割の実現、あるいは新しい役割を担おう

としている大学図書館員を組織する形態として相応しいものと言えるのか。もし相応しくない

のであれば、どのような組織形態が望ましいのか。 
 
４．「図書館員の変革はすなわち図書館の変革である」という意識の下で図書館（員）はどのよ

うに変わるべきであるのか 
大学図書館員と教育の接点は、これまでは「情報リテラシー教育」にあったが、情報リテラ

シー教育はまだ必要なのであろうか。その場合図書館員は「教員」にならなくてよいのだろう

か。 
 
５．「ラーニング・コモンズ」を超えて大学図書館員ができること 
教育機能の強化といえば、多くの関係者がアメリカで多く見られる「ラーニング・コモンズ」

を思い浮かべるであろう。しかし、「ラーニング・コモンズ」は単なる「コモンズ」（共有地）

なのだろうか。情報通信機器を配置し、アクティブ・ラーニングのための空間を整備すること

は「ラーニング・コモンズ」の第１歩ではあるが、それが目的なのではないはずである。その

ことが本当に理解されているであろうか。「ラーニング・コモンズ」を外面だけを借りてきたも
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のではなくするには何が必要なのか。そこで図書館職員は何をすべきなのか。 
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14  利用者の情報行動 
 

筑波大学図書館情報メディア系 教授 
筑波大学附属図書館研究開発室 室員 

筑波大学知的コミュニティ基盤研究センター 研究員 
国立情報学研究所 客員教授 

 
逸村裕 

1.利用者の情報行動の変容 
(1)社会の変化 
 
(2)情報技術の進展 

図書館における情報技術とは何？ 
司書資格における「図書館情報技術論」

図書館業務に必要な基礎的な情報技術を修得するために、コンピュータ等の基礎、図書館

業務システム、データベース、検索エンジン、電子資料、コンピュータシステム等につい

て解説し、必要に応じて演習を行う。

(3)学生とソーシャルメディア 
Twitter 
Ustream 

  ビブリオバトル 
 

(4)大学一年生の自己評価 
情報探索に関する根拠なき自信 
レポートを書くことへの不安 1) 
フリーライダー 

 
2.デジタルネイティブとデジタルイミグラント 
(1)デジタルネイティブ 
 A digital native is a person for whom digital technologies already existed when they 
were born, and hence has grown up with digital technology such as computers, the 
Internet, mobile phones and MP3s.  
現在の学生は物心ついた時からインターネット、携帯電話、動画、電子情報源を用いた

環境にいる、いわゆるデジタルネイティブである。 
 
(2)デジタルイミグラント（移民） 
  A digital immigrant is an individual who grew up without digital technology and 
adopted it later.    
成長してから、デジタル技術に習熟したものをデジタルイミグラントと呼ぶことがある。 
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ソーシャルメディアや Twitter、Ustream と次々に現れる情報通信技術を使いこなす若

者を世代論と結びつけて多様な呼び名が存在する 2) 
 
(3)デジタルネイティブの特性 
a.PC リテラシーは高い 
b.書くのには PC が便利 
c.インターネット＝PC である 
d.ノート PC は画面が小さくて不便 
e.テレビを話題にしなくなった 
f.動画とは見るもの 
 
図書館とは 
マイクロ資料/書評/新聞縮刷版・・・ 
 
3.学術コミュニケーションにおける情報行動の変容 
a.研究者 
b.電子ジャーナルのインパクトそして 
c.若手研究者の情報行動は近未来を変える？ 
d.学術コミュニケーションにもたらされた新技術 

ITC に馴染んだ「2000 年世代」 が学術世界の様相を変える? 
 
In all fields, many young scholars, and particularly graduate students, are especially 
leery of putting ideas and data out too soon for fear of theft and/or misinterpretation. 
Given these findings, we caution against assumptions that “millennials” will change 
the social landscape of scholarship by virtue of their facility with cell phones and social 
networking sites. There is ample evidence that, once initiated into the profession, 
newer scholars—be they graduate students, postdoctoral scholars, or assistant 
professors—adopt the behaviors, norms, and recommendations of their mentors in order 
to advance their careers. Of course, teenagers eventually develop into adults. Moreover, 
given the complex motivations involved in sharing scholarly work and the importance 
of peer review as a quality and noise filter, we think it premature to assume that Web 
2.0 platforms geared toward early public exposure of research ideas or data are going 
to spread among scholars in the most competitive institutions. These platforms may, 
however, become populated with materials, such as protocols or primary data, that 
established scholars want to disseminate in some formal way but without undergoing 
unnecessary and lengthy peer review. It is also possible, based on our scan of a variety 
of “open peer-review” websites, that scholars in less competitive institutions 
(including internationally), who may experience more difficulty finding a high-stature 
publisher for their work, will embrace these publication outlets. 3) 
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4.筑波大学情報学群知識情報・図書館学類での実験 
(1)学生動向４－８) 
簡便に！素早く！ 

 
a.教科「情報」 

タイピング 
 Word  Excel   Power point  メディアリテラシー Web ブラウザ ネット犯罪 
サーチエンジンメール HTML 情報セキュリティ 
 

 情報倫理 著作権 プログラミング 
 
b.ウィキペディア 
情報のゲートウェイ 
全員が知っている 
知らないものを調べる 
小説やドラマの設定を調べる 
 

c.Digital natives？ 
携帯電話 スマートフォン  
ブログ    
mixi       
Twitter     
Facebook   

 
(2)ログ分析とアイトラッカーによる実験結果 
a.Google/Yahoo の使用 
b.PC と携帯の利用 
c.図書館での課題実験 

 
(3)図書館利用データ 
 
5.図書館サービスはどう変わっていくのか？ 
(1)図書館サービスの在り方 

e-learning、機関リポジトリ、情報リテラシ、データ 
 
(2)OPAC の在り方 
 
(3)教育学習との協同 
  カリキュラムとの連動 
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(4)学生の意見を聴く 
 
(5)ラーニングコモンズ 
  Learning Commons will be a gateway to the full spectrum of information services, 
both print and electronic; a showplace for faculty innovation and for new information 
technology; a place on the campus for reflection and communication, and an inviting 
and inspiring space for reading, research, and learning. 9) 
 
(6)図書館員 
 
6．まとめ 
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15 ■大学図書館の学習支援 

 
同志社大学企画課 
井 上 真 琴 

 
１．教育から学習支援へ 

1.1なぜ学習支援に参画するのか 

現在、日本の高等教育は「教育」から「学習支援」へとそのコンセプトを移しつつある。 
インターネットの隆盛に象徴される高度情報化社会・知識基盤社会においては、伝統的な授業 
形式である「知識の伝授」よりも、学習者が自らの創造性を開発するよう誘導する学習支援に焦 
点が当てられるようになってきた。 
大学行政管理学会初代会長を務めた孫福弘氏は既に16年前、2010年の高等教育界を予測して、
「教育すなわち学習の主役は学習者としての学生であり、教室での授業の役割は、主として学習

者の問題意識の喚起と指導助言機能、ならびに必要に応じた知的技法の付与におかれ、学習活動

の中心部分は、キャンパスや街などの空間で学習者の主体的行為として営まれる」と謳っていた。 
さらに「教員による良質の授業と同時に（中略）、学習者の主体的学習を効果的に支援する、

組織化され制度化されたさまざまな仕組み、仕掛けがなくてはならないものになる。そしてこの

過程では、従来の教育（授業）機能のある部分は、学習支援の装置の役割に移管されることにな

る」と喝破していたのである（下図参照）。 

 
『大学改革2010年への戦略』p.138より転載 

 
ここでは、学習を促すものとして「教育（＝授業）」と「学習支援」の機能が、対等な重要性

をもって「学習」機能を取り囲むという構図が成り立つ。学習者の創造性を開発する教育では、

「授業」も一種の学習支援に過ぎない。この認識構造が学習支援を考えるうえで重要な鍵となる。

大学職員が、そして大学図書館員が、学習支援に身を投ずる根拠はこの点にあるといってよい。 
何より、学生の学習こそが最優先の課題であり、教員は授業（＝学習支援の材料）の提供、職

員は学習支援サービスの提供を通じて、互いに学習を支援する重要なパートナーの機能を共有し、

協働することが求められるのである。 
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1.2 新しい教育手法への注目 

教育コンセプトの変容の背景には、高等教育のグルーバル化の波が横たわっていることを忘れ

てはならない。日本の高等教育も国際競争力に晒され、昨今では教育プログラムや卒業時能力の

国際通用性をめぐって、「教育の質保証」が声高に叫ばれている。 
グローバル化社会では、「何を教えたか、何を伝えたか」よりも、学生自身が教育プログラムを

通じて「何を学び、何ができるようになったか」が問われる。つまり、学習成果：Learning 
Outcomesの重視である。それには新しい教育手法の開発と導入が不可避となってくる。 
また質保証に関連して、「単位の実質化」に向けていかに学生の教室外学習を担保するかも、

最大級の課題と認識されている。こうした課題群への対応は、教育手法の高度化と学習支援の仕

掛けがなくては全く語りえないと言えよう。 
中央教育審議会「学士課程教育の構築に向けて（審議のまとめ）」（2008.3）においては、「学
生の主体的・能動的な学びを引き出す教授法を重視し、例えば、学生参加型授業、協調・協同学

習、課題解決・探求学習などを取り入れる」ことが提言されており、教育が「知識の伝達」から

「知識の創出・自主的学習」へと向かう潮流は明白である。さらに、同審議会・大学分科会大学

教育部会「予測困難な時代において生涯学び続け、主体的に考える力を育成する大学へ（審議ま

とめ）」（2012.3）でも、学修時間の質的転換と主体的な学びの支援が強調されている。 
とはいえ、主体的・能動的な学びを引き出す教育手法は容易に普及するものではない。 
アクティブ・ラーニング、PBL（Project/Problem Based Learning）、TBL（Team Based 

Learning）といった教育手法を実践するには、授業の設計・運営・評価の面で教員側にも相当な
力量と負担を強いることになり、教育プログラムの運営に携わる大学職員・大学図書館員の支援

能力や教学マネジメントの力量も問われることになる。 
大学教員の教育力の組織的向上を目指すFD（Faculty Development）の研修プログラムでは、
この種の授業を実践するための職能開発コースが準備されている。内容は授業外学習を誘発する

指導法、学生への課題の与え方、学生に「勉強させる」方法論が中心となっているが、これらは

大学図書館の支援なしには実効性を持たないであろう。いまこそ大学図書館が教育改善や学習改

善に貢献できること、学習支援で可能なことを積極的に主張すべき時であり、私たちはまたとな

い好機を迎えているのである。 
 
1.３ 学習支援サービスに向けて大学図書館員が学ぶべきこと 

大学図書館はこの潮流に乗り、大胆な組織の再編と新しい学習支援サービス機能の開発を急が

ねばならない。現場からは学習支援サービスは既に十分実施しているとの反論があるかもしれな

いが、従来の情報リテラシー教育であれば、ガイダンス・講習会の実施、パスファインダー作成

等に留まり、教員の授業補助にすぎないものが多く、学習支援の主役に躍り出るものではない。 
大学図書館員は自学の教育内容やカリキュラムを分析することにより、従来の授業補助的サー

ビスではなく、学習者の学習プロセス全般に亘って直接アドバイスを行い、教室内外の学習支援

を強化するサービス体制を確立することを目標としなければならないのである。 
目標を達成するには、大学図書館員も教員と同様に「人はどう学ぶのか」という学習のメカニ
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ズムに関する知識や理論を体得しなければならない。というのも、欧米ではFD推進現場から教
育力改善（＝学習支援力改善）には「図書館員を巻き込むべき」との意見が頻繁に発せられ、大

学図書館界が唱導してきたラーニング・コモンズについても、FD 関係者、高等教育研究者から
熱い視線が注がれている。こうした期待に応え、大学図書館が情報リテラシー教育を主軸とする

学習支援サービスを展開するためには、学習科学に基づいた教授法のノウハウを取り入れ、主体

的な学びを促す教育手法を使えることが教員同様に必要であり、そのことが教員と協働する際の

「共通言語」となるからである。 
科学技術・学術審議会 学術分科会 研究環境基盤部会 学術情報基盤作業部会「大学図書館の
整備について（審議のまとめ）」（2010.12）が指摘する通り、学習支援を担当する図書館員は、
大学図書館員としての専門性に加え、「学習支援における専門性」「教育への関与における専門性」

が求められる。実のところ、それを体現しているのが欧米の Blended Librarian や Embedded 
Librarianなのである。 
 
２．学習支援とラーニング・コモンズ 

2.1 学びを誘発する“仕掛け”空間 

大学図書館界に膾炙した観のあるラーニング・コモンズは、「知識が伝えられるだけの場」では

なく、学習者間の啓発、物理的な空間や教育ツール（用具）の相互作用を通じて、「知識を再構成

し創造する場」を大学図書館が関連部局と協力して運営することを狙いとする。ラーニンズ・コ

モンズは、何かを学ぶだけでなく、目標に到達するにはどのように学べばよいかを（他者と協調

して）学ぶ場、学習プロセスのマネジメントを含む「メタレベルの学び」「学びの身体技法」を獲

得する学習環境にほかならない。その仕掛けができて初めて、先に触れた「授業外学習（学修）

の質的転換」を担保する空間というスキームに繋げていくことができる。 
さてここで留意すべきは、欧米のラーニング・コモンズは、実践の共同体理論、学習の状況論

的アプローチ等のコンセプトが表現されている空間であるということである。 
ラーニング・コモンズの空間に一歩足を踏み入れると、グループワークを行う学生の様子が見

て取れる。グループ学習室はガラス張りが多いが、透明でオープンな空間の利点は何か。それは

学び方が「見える化」され、相互に触発される仕組みになっていることである。あるグループは

コンセプトマップを白板に書いて、解決に向けて議論を行っている。他のグループは、ブレイン・

ストーミング作業でひとつずつ問題を付箋紙に書きあげ、机の上に並べて分類作業をしている。

またあるグループは、グラフかマトリクスを電子黒板のディスプレイに映し出し、画面に書き込

みを入れながら相談している。別の場所では、学生対象のワークショップが開催中で、通りがか

りの学生が興味をもって何をしているのかと話に吸い寄せられていく。 
あたかも創造現場の実況中継のように、学生やグループの活動が、リサーチの方法や作業プロ

セスが、相互に「見える化」されていることで、学生同士、教員と学生との双方向の反応が共有

できれば連鎖の効果は大きい。決定的なのは、視認性と相互刺激性の高さによって、この空間に

「思考過程の可視化と共有」が生まれていることなのである。 
この空間はまた、情報リテラシーを育む空間でもある。授業で紹介される参考ツールやデータ
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ベースという「道具」はすぐに使いこなせるものではない。レポートの執筆やゼミ発表の準備を

行うプロセスのなかで情報探索を行ってこそ、使いこなす実践知が得られる。リサーチの現場で

しか、プロセスの渦中でしか学べない知識がある。講義で教えられる学術知や専門知は、図書館

によるチュータリングの人的支援（レファレンスや情報リテラシー教育）を受けながら、具体的

な学びの文脈のなかで実践知に変換されるはずである。 
これに対し、日本国内で先行してラーニング・コモンズを開設した大学の中には、教育と学習

環境に関する認識不足により、運営の停滞を招いているところがある。「箱」は作った、だがどの

ように運営すれば効果的な学習成果が期待できるのか。この検討が後追いになっている大学が多

い。学生会館のおしゃべりの場所、飲み食い空間を図書館内に移設しただけで、「コモンズ（集合

場所）は存在する。しかしラーニング（学び）はない」との呈をなすところもあろう。ともすれ

ば、デザイン性豊かなデスクを配したグループ学習室、お洒落なカフェの併設等に目を奪われが

ちであるが、教授法理論や学習科学の裏づけをもって設計・運営されることが望ましい。私たち

は早急に、緊張感ある「学びのコミュニティ」を醸成する仕掛けを検討しなければならない地点

に立っている。日本のラーニング・コモンズはこれから正念場を迎えるのである。 
 

2.2 運営に求められる力とは何か 

ラーニング・コモンズの運営に求められる力は何か。1.3 の再述となるが、特に人的サポート
を担当するスタッフは、「人はどのように学ぶのか」の知見を得ることが不可避であろう。英国大

学のFD担当者が繰り返し説くのは、「学生の学び方を理解してはじめて、教育方法を議論できる」
ということである。つまり学習理論を知れば、どのような課題の出し方をすれば教育効果があが

るのか、理解度を増す説明とは何かといった、良い学習成果を導く方法が分かると言う。 
実際に私が学びのアトリエ空間と感じたものは、「認知的徒弟制」という学習理論で説明され

る。事実を学習する学校教育と違って、職人の親方と弟子たちが教え学び合うプロセス、技を盗

むプロセスをモデルにした学習理論である。知識という道具を、実際の問題解決の場で使う親方

や先輩の「考え方」（認知）を学ぶ点に焦点を当てた理論であり、実感を伴って理解できる。 
また、プロの能力は「行為の中の省察」で磨かれると主張する「省察的実践」理論がある。情

報リテラシー教育のプログラム開発に、「調べながら考え、考えながら調べる行為」とする視点を

持ち込む重要性を教えてくれる。探索のさなかに「振り返り（リフレクション）」の習慣を身につ

ければ、より文脈と状況に適った情報探索スキルの向上に繋がっていく。 
単なる物理空間とお仕着せの学習支援サービスがあれば、ラーニング・コモンズが成り立つわ

けではない。学習支援を図書館が担いたいなら、無自覚な運営に陥りたくないなら、さらに教員

と対等に議論したいのなら、学習科学を意識して運営に携わっていく必要がある。 
上記を理解した上で、今後最も困難な課題として挙げられるのは、ラーニング・コモンズにお

けるチュータリング機能の実現、すなわち人的サポートの組織編制とスタッフ育成のマネジメン

トであろう。広範囲に亘る学習支援を展開するには、図書館のみで運営をまっとうするのは不可

能である。関連組織（ライティング・センター、ITセンター、FDセンター等）との協力体制を
築き、TA（Teaching Assistant）の有効活用や学生同士のピア・サポート活動を仕掛けるマネジ
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メント能力が図書館側に欠如するなら、この種の空間は機能しない。さらに、関係スタッフの能

力育成プログラムの開発（例えばTAD：Teaching Assistant Developmentプログラム）や、継
続した実施体制の確立という事項も、付随して課題となってくることは間違いない。 
 

３．学習支援としての情報リテラシー教育 

大学図書館での情報リテラシー教育の実践は、例えば初年次教育の隆盛と歩調を合せ、着実に

蓄積が重ねられてきた。筑波大学編『今後の「大学像」の在り方に関する調査研究（図書館）報

告書 : 教育と情報の基盤としての図書館』（2007）の詳細な統計をみれば、大学の規模別・性格
別に多彩な実施状況を窺え、既に大学図書館における情報リテラシー教育の定着は明らかである。 
とはいえ、図書館ガイダンス、データベース検索講習会等のメニューを揃え、とにかく実践を

積み重ねている段階に留まっており、学習効果や目標達成評価を測ることや、情報リテラシー教

育プログラムの質やデザインを問うまでには至ってはいない。広報を工夫し、参加者を集め、日

本図書館協会の「図書館利用教育ガイドライン」を参照しながら試行錯誤を重ね、実績を積み上

げている段階はまだ続いているといえよう。 
『学術情報基盤の今後の在り方について（報告）』（2006年）による評価は、「現時点で、多く
の大学で行われている（図書館の）情報リテラシー教育は教養教育及び各専門分野における教育

との連携が不十分であり、効果が限定的である」としている。この指摘の背景には、利用者の学

習行動の理解や教員の教育手法との接合に脆弱さがあり、図書館が「個別に」「単発に」開催する

“局地戦”としての情報リテラシー教育であるとの認識があるように思えてならない。 
 

3.1 学習傾向の把握と学習プロセス全体に亘る支援 

では「組織的に」「計画的に」「体系的に」、かつ教授法や学生の学習方法と密接にリンクした

情報リテラシー教育プログラムを実施するにはどうすればよいのだろうか。繰り返しになるが、

それには大学図書館員による利用者の学び方、学習傾向の理解と把握がなければならない。 
一昨年、米国のワシントン大学の研究者が実施した調査報告：Project Information Literacy 

Progress Report（25大学・8353名の学生を対象にした情報活用に関するアンケート調査と分析）
は実に興味深いものであった。この報告によれば、リサーチ活動を展開する上で学生が最も難し

いと感じている事項として、1)初動調査を始めること（84%）、2)トピックの明確化（66%）、3)
トピックの絞込み（62%）が上位を占めている。 
日本でも同様の傾向が見てとれるが、情報源の入手方法というよりは、入手した情報源をじょ

うずに取り扱ってテーマを絞り出し、アウトプットを見据えながらフォーカスを形成していくプ

ロセスに焦点をあてることが重要と言えよう。報告最終章の提言では、情報源紹介に焦点をあて

た図書館員研修は再考されるべきであり、むしろ学生のリサーチ戦略の組み立てや、探索時の思

考の道筋を指導できる能力を開発すべきだと強調している。 
彼我の情報環境・教育環境は異なり、そのまま鵜呑みにはできない。しかし私たちも同様に、

日本の学生の学習行動を注意深く観察しながら、表面的な学生のデマンドではなく、学習ニーズ

の文脈を汲み取ったプログラムを考案する必要がある。インターネット情報源が遍在し、利用者
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が容易に情報源を発見できる環境下では、「情報源の紹介・使い方」から「多様な情報を使ってど

のように問題解決を行い、学習成果を出すか」という踏み込んだ情報リテラシー教育へと移行せ

ざるをえない。情報を読み解き、問いを立て、新たな知識を創造する体験を支援する情報リテラ

シー教育プログラムの実践が求められるのである。 
 

3.2 FD活動との接点を重視する意味 

最後に FD活動との接点も忘れてはならない。NII主催「学術情報リテラシー教育担当者研修
会」の研修プログラムは、教員のFD研修で説明されている学習理論・教授法を紹介するコマが
含まれるカリキュラム編成になり、講師の顔ぶれにはFD推進センターや教育開発センターの教
員が並んでいる。ワークショップのコースデザインや実施方法、協調学習の理論やフレームを情

報リテラシー教育に応用できるようになるには、従来の図書館の枠を超える領域まで学ばねばな

らないのである。大学図書館員がアクティブ・ラーニングの手法を自家薬籠中のものとし、実践

指導できるようになることこそ、「学習支援における専門性」「教育への関与における専門性」の

第一歩になるに違いない。 
これまでの大学図書館員の多くは学習科学や教授法に疎く暗い。この状況下で、学習支援の名

のもとに情報リテラシーを教えるのは無謀でもある。FD 活動に積極的に参加して、協力体制を
築けるマネジメント能力・リエゾン能力を開発し、教員と協働するなかから質の高い情報リテラ

シー教育プログラムを提示していく努力を続けていかねばならない。情報リテラシー教育の議論

は既に、情報源紹介・操作法解説のレベルを脱皮して教育プログラムと連携したアプローチへと

離陸する時期に差しかかっている。「知識の蓄積」よりも「知識を使う」能力を重視する高等教育

の転換点にあって、各大学においてどのような情報リテラシー教育が有効なのか。それを問うこ

とは、大学図書館にとって永遠の、しかし喫緊の課題なのである。 
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大学図書館職員長期研修 
 

16  図書館と法 
 

筑波大学図書館情報メディア系 
准教授 石井 夏生利 

 
講義概要 
本講義では、著作権法及び個人情報保護法を中心に、図書館をめぐる様々な法的問題を講義す

る。図書館は、文化と学術の拠点となる社会的機関であり、教育・研究活動を支える重要な存在

である。また、貴重資料の蓄積保存を行うという役割も担っている。こうした図書館における情

報の取扱いは、「知る権利」、学問の自由、教育を受ける権利(学習権)、参政権といった憲法上の
諸権利や、著作権、プライバシー権や個人情報保護法など、実に多岐にわたる法制度と関連する

ことから、図書館業務に従事する際には、いかなる法的問題が存在するかを認識し、その解決策

を考えることが肝要である。あわせて、図書館サービスを提供することに伴う各種トラブルへの

対処法も理解しておく必要がある。 
このように、図書館をめぐる法的問題は多岐にわたるが、「図書館と法」では、実務的に問題

となることの多い著作物及び個人情報の取り扱い方を中心に、次の構成にて講義を進めることと

する。 
 
講義の構成 
1 著作権法の基礎知識 

(1) 知的財産権の分類 
(2) 著作権法の目的 
(3) 著作権法の分類 
(4) 著作物 
(5) 著作権 
(6) 著作者人格権 
(7) 自由利用 
(8) 保護期間 
(9) 違反の効果(民事・刑事) 
(10) 平成 21年改正法 
(11) 平成 24年改正法案 

 
まず最初に、著作権法の概要を講義する。ここでは、「図書館等における複製」(第 31 条)の要
件及び同条に関して争いになった多摩市立図書館事件(東京地判平成 7年 4月 28日、東京高判平
成 7年 11月 8日、最判平成 9年 1月 23日)にウエイトを置きつつ説明を加えるとともに、平成
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21年改正法、及び、平成 24年改正法案にも言及する。 
 
2 著作権に関する個別問題 
図書館サービスで最も問題となるのは、著作権法に基づく対応である。これについては、例え

ば、次のような個別問題が存在する(著作権情報センター ケーススタディシリーズ第 3集「図書
館と著作権」(http://www.cric.or.jp/qa/cs03/cs03.html)、黒澤節男『Q&A 図書館の著作権基礎知
識』(太田出版、第 3版、2011年)。 
 
Q1 どのような図書館でも権利者に無断で複写サービスができるのでしょうか。 
Q2 コイン式複写機を用いて複写サービスを行うことに問題はありますか。 
Q3 著作権法第 30条の「私的使用のための複製」の規定により、図書館内においてもコイン式

複写機で全文の複写ができると聞きましたが、そうなのでしょうか。 
Q4 複写サービスができる「著作物の一部分」とはどの範囲でしょうか。 
Q5 定期刊行物に関する「発行後相当期間」とはどの程度と考えたらよいのでしょうか。 
Q6 自館にない資料について利用者から複写請求があったので資料を所蔵している他の図書館

に文献の複写依頼をして対応したいのですが、よろしいでしょうか。 
Q7 ビデオソフトを図書館の外に貸出してもかまいませんか。音楽CDの貸出とは違うのでしょ

うか。 
Q8 最近、図書館の雑誌の付録にCD-ROMやフロッピーがついている場合がありますが、館外

貸出をしてもかまいませんか。 
Q9 市立の図書館で子どもたちに対してお話会（朗読サービス）を、視覚障害者に対して録音サ

ービスをしようと考えています。 
Q10 デジタルカメラや携帯電話を使って資料を撮影する利用者がいますが、図書館としてはど

う対応したらいいのでしょうか？ 
Q11 当館では、「図書館だより」に絵本や本の表紙を写真に撮り、毎月新着図書の紹介として載

せ、また、その図書館だよりをそのままホームページにも載せておりますがよろしいでし

ょうか？ 
Q12 大学図書館では、「機関リポジトリ」を開設して当該大学の研究者の研究成果物を図書館の

ホームページに登録し、世界に情報発信することが数年前より行われていますが、著作権

的に留意すべきことは何ですか？ 
Q13 国立国会図書館の「納本制度」とは何ですか。所蔵資料の電子複製化に関する著作権法の

改正内容はどのようなものですか。 
 
これらのほかにも、絵本を大型紙芝居化や立体化、図書館におけるインターネット情報の利用、

利用者複製に対する図書館の責任、図書館におけるビデオ上映等の問題もある。ここでは、具体

的事例を解説しながら、個別問題への対応を検討する。 
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3 個人情報保護法の基礎知識 
(1) プライバシー権と個人情報保護法 
(2) 個人情報の保護に関する法律 
(3) 行政機関の保有する個人情報の保護に関する法律 
(4) 独立行政法人等の保有する個人情報の保護に関する法律 
 
個人情報保護については、関連する 5つの法律が、2003年 5月 23日にまとめて制定された。 
そのうちの主な法律は、民間事業者に適用される「個人情報の保護に関する法律」、行政機関

に適用される「行政機関の保有する個人情報の保護に関する法律」、独立行政法人等に適用される

「独立行政法人等の保有する個人情報の保護に関する法律」である。また、地方公共団体の設置

する組織には、それぞれの個人情報保護条例が適用される。ここでは、3 つの法律の概要を説明
する(自治体の条例は個別に制定されているため、本講義では割愛する)。説明の際には、目的、
主な定義、個人情報等の取扱いに関する主な義務、開示、訂正、利用停止等の各制度、例外、罰

則を取り上げる予定である。 
また、プライバシー権は、個人情報保護法制を語る上で欠かせない概念である。歴史的には、

プライバシー権が発展して個人情報保護法制への実現に至っているが、両者は同一の概念ではな

い。そこで、個人情報保護法制の解説に入る前提として、前記(1)においてプライバシー権との概
念整理を行う。 
 
4 図書館サービスと個人情報保護法 
前述のとおり、個人情報保護法制については、設置母体ごとに適用法令を異にする点に 1つの
特徴がある。図書館についても、そもそも個人情報保護法の適用されない図書館があるほか、適

用される場合であっても、当該設置母体に適用される法令が何であるかを確認した上で法令遵守

に取り組むことが求められる。 
また、図書館が扱う情報には、利用者情報、利用情報(記録)、個人情報関係資料、図書館職員
等の個人情報、書誌情報があり、それぞれに法令に則った取り扱いが求められるものの、個人情

報関係資料は、法令の適用対象外となる場合がある。この点を踏まえつつ、各種情報を取得、利

用、提供、管理する過程で取るべき法的対策を整理し、解説する。あわせて、昨今疑義をもたら

した武雄市立図書館による指定管理者問題、その他、個人に関する情報の開示等の求め(請求)を
受けた場合における対応等も取り上げる。 
 
参考文献 
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新保史生「図書館と個人情報保護法」情報管理 47巻 12号 818-827頁(2004年) 
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17  公立図書館の戦略 
千代田図書館の新しい取り組み――戦略・顧客獲得・顧客満足度の上昇 

千代田区立千代田図書館 新谷 迪子 
 
はじめに 
千代田区は平成 19 年度から指定管理者制度により、区立図書館の管理・運営を行っていま
す。指定管理期間は５年間で、今年度は第２期の初年度にあたり、1 期目と同じ会社（3 社）
でコンソーシアムを組み、管理・運営を続けています。 
指定管理者としての継続に当たっては、随意契約ではなく、千代田区が指定管理者を公募す

るについて発表した要求水準書に対して、提案書を作成し提出しました。 
それに対して選定委員会のヒヤリングを受け、最終的に私たちのコンソーシアムが選定され

現在に至っています。 
１ 千代田区の特徴 
私たちの提案書作りは、千代田図書館の立地する千代田区を研究するところから始めた。 
○パワーポイントを使って説明。 

２ 旧千代田図書館の状態はどうだったか。 
カウンター業務は委託。 
専門的職務（資料選定・行事企画実行など）は契約社員を雇用（1年毎の更新）。 
東京 23区は司書職制度をとっていない。 
（１） 図書館業務は、貸出業務が中心になっている。 
（２） 所蔵している図書館資料が有効に活用されていない。 
（３） 毎年の資料の蓄積が計画的に行われていない。 

３ 上記 1・2の条件を勘案して、５つのコンセプトを創出した。 
４ 第 1期の 5つのコンセプト 
（１） 千代田ゲートウェイ 
（２） 創造と語らいのセカンドオフィス 
（３） 区民の書斎 
（４） 歴史探究のジャングル 
（５） キッズセミナーフィールド 
公共図書館活動内容に、新機軸を出した。 
＊Web図書館の創設 
＊図書館コンシェルジュをおき、図書館と街の案内をする 
＊専任の図書館広報担当をおき、千代田図書館の情報発信をする 
＊専任の企画担当をおき、展示・セミナーを多く開催し、区内大学図書館・専門図書区

内美術館・神田古書店連盟など、区内の文化資源を発掘し連携を強化し協働している 
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19  国立情報学研究所の戦略 
国立情報学研究所 学術基盤推進部次長 

尾城 孝一 
 

はじめに 
国立情報学研究所（以下「NII」という。）は、平成 12年 4月、学術情報センターの改組・転
換によって設置された大学共同利用機関である。「情報学に関する我が国唯一の学術総合研究所」

であると同時に、大学等の教育・研究に不可欠な学術情報基盤整備に関わる事業・サービスを提

供している。教育・研究と事業の両輪体制がNIIの特徴である。特に『学術情報基盤の今後の在
り方について（報告）』（平成 18年 3月 23日）において示された「最先端学術情報基盤（Cyber 
Science Infrastructure: CSI）」は、全国の大学・研究機関が個別に保有している膨大な計算資源
（コンピュータ資源、基盤的ソフトウェア）、学術情報（コンテンツ、データベース）及び人材、

研究グループ等を学術コミュニティ全体の共有財産として、超高速ネットワーク上に造り出すた

めの基盤である。NIIは、このCSI構想のもとに、急速に変化する大学等の教育・研究活動を支
援する事業・サービスをさらに強化・高度化する取り組みを行っている。 
 
Ⅰ．ミッション・中期目標・中期計画 
１．ミッション 

NIIは、平成 16年 4月から大学共同利用機関法人情報・システム研究機構の「情報に関する
科学の総合研究並びに当該研究を活用した自然及び社会における諸現象等の体系的な解明に関す

る研究」を推進するというミッションを共有しつつ、「情報学に関する総合研究並びに学術情報の

流通のための先端的な基盤の開発及び整備」（国立大学法人法施行規則）という目的のもとに以下

のミッションを掲げ、研究及び事業・サービスに取り組んでいる。 
①我が国唯一の情報学の学術総合研究所として情報学という新しい学問分野での「未来価値創

成（学術創成）」をすること 
②大学共同利用機関として「情報学活動のナショナルセンター的役割」を果たすこと 
③学術コミュニティ全体の研究・教育活動に不可欠な学術情報基盤（学術情報ネットワークや

学術コンテンツ）の事業を展開・発展すること 
④上記の活動を通して「人材育成」と「社会・国際貢献」に努めること 

 
２．中期目標・中期計画（第Ⅱ期：平成 22年 4月 1日～平成 28年 3月 31日） 
１）中期目標 
「２ 共同利用・共同研究に関する目標 
大学等の学術研究及び教育におけるネットワーク需要の急激な増加に対応するため，大学等及 
び学協会等との連携を強化し，我が国の学術研究・教育活動に不可欠な最先端学術情報基盤（サ

イバー・サイエンス・インフラストラクチャ：CSI）の一層の整備を推進し，情報学のみなら
ず，全ての学問分野の学術活動を支える情報基盤を構築・提供する。」 
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２）中期計画 
「２ 共同利用・共同研究に関する目標を達成するための措置 
・CSI の中核としての次世代学術情報ネットワーク（SINET4）を構築・整備し，急速なネ
ットワーク需要に対応するとともに，あわせて学術研究活動の連携，学術リソースの共有

化のための機能を一層強化する。 
・大学等におけるネットワーク上での学術連携，教育連携及び社会連携等を推進するために

不可欠な電子認証基盤，学術計算資源基盤，ネットワークサービス基盤等の整備を推進す

る。 
・図書館等との連携・協力のもと，学術コミュニティのニーズを踏まえ，大学等における教

育・研究に不可欠な学術コンテンツを形成・確保・提供するとともに，異種コンテンツ間

の統合や学術コンテンツを提供するためのポータル機能の高度化などをすすめることに

より，次世代学術コンテンツ基盤の整備・提供を推進する。」 
 
３．事業・サービス推進のための基本的な考え方 

NIIは、大学等との連携に基づき、以下の基本的な考え方により事業・サービスを推進するこ
ととしていうる。 
①学術情報基盤の高度化・機能向上 
世界に伍す先端的学術情報基盤の構築・整備 
②学術情報基盤運営連携の推進 
自前主義を排し、連携による効率的・効果的な学術情報基盤の整備 
③学術情報サービス連携の推進 

NDL、JST等他の学術情報サービス機関との連携による学術情報基盤の整備 
④産学連携・社会貢献・国際貢献 

 
Ⅱ．事務組織（平成 24年 4月） 
１．2部 4課 1室 1センター 
１）学術基盤推進部（学術基盤課、学術コンテンツ課、図書館連携・協力室、情報基盤センター） 
２）総務部（企画課、総務課） 
 
２．チーム及び室（学術基盤推進部） 
１）学術基盤課 
①総括・連携基盤チーム：部内・課内総括、サービスシステム管理、認証連携基盤の運営 
②SINETチーム：学術ネットワークの運営 
③SINET利用推進室：SINET利用に関する啓蒙や利用支援、オープンフォーム活動 
④クラウド推進室：所内クラウドの推進及び大学間クラウドに関する研究 
⑤学術認証推進室：学術認証（学認等）及びHPCIの推進 

２）学術コンテンツ課 
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①コンテンツチーム：学術コンテンツ・ポータル、電子アーカイブ 
②図書館連携チーム：NACSIS-CAT/ILL、機関リポジトリ、教育研修事業、SPARC Japan 
③コンテンツシステム開発室：コンテンツサービスのシステム開発 

３）図書館連携・協力室：大学図書館コンソーシアム連合（JUSTICE）事務局 
４）情報基盤センター 
①所内情報環境整備チーム：所内LANの整備・運用 
②所内図書情報チーム：図書室の運営 

 
Ⅲ．事業・サービス 
１．最先端学術情報基盤（CSI: Cyber Science Infrastructure）の構築・推進 

NIIが大学等と連携して構築・推進しているCSIは、大学等において急速に変化している教育・
研究環境を支える学術情報流通基盤を整備する事業であり、学術施策の一環として推進されるべ

きものである。NIIでは現在以下について重点的に取り組んでいる。 
①大学における情報基盤センター等との連携による、学術情報ネットワーク（SINET4）、全国
的な大学共同電子認証基盤等の整備 
②大学図書館等との連携による、次世代学術コンテンツ基盤の整備 

 
２．CSIの推進体制 
１）学術情報ネットワーク運営・連携本部 
①企画作業部会 
②ネットワーク作業部会 
③認証作業部会 
④高等教育機関における情報セキュリティポリシー推進部会 

２）学術コンテンツ運営・連携本部 
①図書館連携作業部会 

 
３．学術情報ネットワーク 
１）学術情報ネットワークの意義 
①先端的学術連携に不可欠な最先端ネットワーク基盤の提供 
・研究拠点を最大 80Gbpsで接続し、最先端研究のニーズに対応 
【例】国立天文台、核融合科学研究所 

②学術研究・教育活動に不可欠な情報ライフラインの提供 
・加入機関数 769、接続機関数 936（平成 24年 3月末現在）、200万人以上の研究者・学
生が利用 

③国際連携の基盤の提供 
・海外の研究教育ネットワーク（NREN）との接続 
【例】Internet2（米国）、GÉANT2（欧州）、TEIN4（アジア） 
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２）学術情報ネットワークSINET4（サイネット・フォー）の運用（平成 23年 4月～） 
①従来のSINET3を構造変更し、さらなるネットワークの高速化、高安定化を実現 

３）SINET4の特徴 
①ネットワークの高速化 
・コア回線は、40Gbpsを基本とし、エッジ回線は 2.4Gbps～40Gbpsで構成 
・アクセス回線（ノード校）は、ダークファイバ＋WDM（波長多重装置）技術等により
最大 40Gbpsまで、経済的かつ柔軟な高速化が可能 

②ネットワークの信頼性向上 
・コア回線、エッジ回線の完全冗長化及びコア回線の迂回路強化を図るとともに、すべて

のノード（8コアノード、42エッジノード）を通信事業者のデータセンタへ設置するこ
とで、災害や障害に強い信頼性の高いネットワーク構成を実現 
・東日本大震災の際にも継続してサービスを提供 
③多様なネットワークサービス 
・マルチレイヤーサービス（専用線、イーサネット、インターネット）の提供 
・リソースオンデマンドサービス（臨時専用線・VPNサービス） 
・マルチレイヤーVPN（Virtual Private Networkサービス） 
・マルチレイヤーQoS（Quality of Service）サービス 
・情報提供サービス（セキュリティ情報、パフォーマンス計測等の提供） 
④高速アクセス回線環境の整備 
・ノード未設置県については、平成 23年度中に整備完了 
⑤上位レイヤ展開 
・上位レイヤサービスを支援するインタフェースやサービス提供プラットフォームを検討

中 
４）ネットワーク利用の推進 
①学術情報基盤オープンフォーラム 
・平成 21年 6月 12日に発足式を開催（現在 243機関が参加） 
・クラウドやセキュリティなどをテーマとした情報交換を主眼とした説明会を実施 
・説明会の開催状況（平成 23年度実績） 
・学術情報基盤オープンフォーラムの開催（3回） 

②SINET利用推進室の設置（平成 19年 10月） 
・利用支援、普及・利用促進、調査等 
・説明会の開催状況（平成 23年度実績） 
・クラウドサービスのためのSINET及び学認説明会（全国 7ヶ所） 

５）国際回線：米国、アジア、ヨーロッパの学術ネットワークとの相互接続 
①北米回線 
・ニューヨーク向け：10Gbps（ニューヨークでヨーロッパ回線と相互接続） 
・ ロサンゼルス向け: 10Gbps 
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②アジア回線 
・シンガポール向け：2.4Gbps 

６）全国大学共同電子認証基盤構築事業 
①サーバ証明書発行プロジェクト 
・大学のWebサーバに対してサーバ証明書を発行 
・サーバ証明書の意義や必要性の啓発、セキュリティ向上が主な目的 
・審査の自動化等の検証のため、平成 21～26年度の 6年間研究プロジェクトとして実施 
②学術認証フェデレーション（GakuNin）の運用（平成 22年 4月～） 
・Shibbolethによる大学間学術リソース共有及び商用サービスプロバイダとの接続を実現 
・Science Direct、SCOPUS、Springer、Web of Knowledge、Ovid SP、Dreamspark、

RefWorks、Cambridge Journals Online、Pathology Images、EBSCOhost等との商用
プロバイダとの接続が完了 
・CiNii、テレビ会議システム、eduroam（無線LAN）等のNIIのサービスも利用可能 
・参加機関：41（平成 24年 5月末現在） 

 
４．目録所在情報サービス（NACSIS-CAT/ILL） 
１）接続機関数（平成 24年 3月末現在） 

サービス名 参加機関数 備 考 

NACSIS-CAT 1,262 
(1,248) 

大学 733、短大 126、高専 54、大学共同利用機関 16、
その他 205、海外機関 128 

NACSIS-ILL 958 
(945) 

利用実績のある機関数 
※利用番号を持つ機関数 1,112（1,099） 

ILL相殺サービス 838 
(817) 

大学 702 、高専 57 、その他 79 

GIF（日米） 
日本側 162 

(159) 
現物貸借参加は 89図書館 

北米側 87 
(81) 

現物貸借参加は 46図書館 

GIF（日韓） 
日本側 115 

(115) 
 

韓国側 300 
(292) 

 

＊括弧内は前年同月数 
 
２）蓄積レコード数・処理件数（平成 24年 3月末現在） 
①蓄積レコード数 
 図 書 雑 誌 合 計 
書誌レコード数 9,781,000 327,000 10,108,000 
所蔵レコード数 115,050,000 4,601,000 119,651,000 

・接続端末台数 
約 5,000台 
（ピーク時6,000台） 
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典拠レコード数 
著者名典拠 統一書名典拠  

1,590,000 30,000 1,620,000 
②ILL処理件数（平成 23年度）  ＊（）は、平成 22年度 
 文献複写 現物貸借 合 計 
ILL処理件数 761,000 

(789,000) 
 90,000 
(95,000) 

851,000 
(884,000) 

③GIF処理件数 ＊（）は、平成 22年度 
 文献複写 現物貸借 合 計 

日米 ILL/DD 
依頼 1,658 (1,256) 438 (355) 2,096 (1,611) 
受付 981 (909) 882 (813) 1,863 (1,722) 

日韓 ILL/DD 
依頼 63 (86) － 63(86) 
受付 3,313(2,926) － 3,313(2,926) 

３）遡及入力事業 
・NACSIS-CAT参加館における遡及入力を促進するために平成 16年度から実施しているプロ
ジェクト 
・公募によって実施館を募集 
・平成 22年度から第 3期 3年間を開始 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

４）次世代目録システムの検討 
・図書館連携作業部会ワーキンググループでの検討 
・次世代コンテンツ基盤形成の将来構想検討（『電子的学術情報資源を中心とする新たな基盤

構築に向けた構想』（学術コンテンツ運営・連携本部図書館連携作業部会報告書）） 
 
５．学術コンテンツ・ポータル 
１）構成するデータベースとレコード件数（平成 24年 3月末現在） 

データベース 収録件数（万件） 備 考 
CiNii（論文情報ナビゲータ） 1,530 引用文献索引データベース、 

 年度 採択件数 

第 1期 
平成 16年度 29件 
平成 17年度 53件 
平成 18年度 57件 

第 2期 
平成 19年度 20件 
平成 20年度 18件 
平成 21年度 14件 

第 3期 
平成 22年度 11件 
平成 23年度 9件 
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NII-ELS、雑誌記事索引 
Webcat Plus 2,500 連想検索 
KAKEN(科学研究費補助金DB) 67 採択課題、研究実績報告、研

究成果概要 
NII-DBR（学術DBリポジトリ） 223 29データベース 
JAIRO（学術機関リポジトリ・ポータ
ル） 

130  200 機関リポジトリに蓄積さ
れた学術情報 

NII-REO（電子ジャーナルリポジトリ） 380 Springer、OUP、IEEE/CS、 
HCPP 

２）電子図書館事業等（平成 24年 4月現在） 
①電子図書館サービス 
・学協会との連携 1,283タイトル（フルテキスト 340万件） 
②学術雑誌公開支援事業 
・大学等との連携 研究紀要 7,643タイトル（フルテキスト 39万件） 

３）アーカイブ事業 
①NII-REOの拡充 
・電子ジャーナルバックファイルの基盤的整備（Springer、OUP） 
・人文社会科学系電子ファイルの基盤的整備（HCPP、MOMW） 
②国際連携 
・CLOCKSS（Controlled LOCKSS: Lots of Copies Keep Stuff Safe）との連携 
・日本の大学図書館向け特別提案のアグリーメント締結（平成 22年 10月） 
・国内参加大学 29機関（国立：15、公立：1、私立：13） 

４）他の情報サービスとの連携・協力 
①科学技術振興機構（JST）、国立国会図書館（NDL）、医学中央雑誌（医中誌） 
②Google、Yahooの検索エンジン 

 
６．学術機関リポジトリの構築・連携支援事業 
１）学術機関リポジトリ構築ソフトウェア実装実験プロジェクト（平成 16年度） 
２）第 1期（平成 17年度～平成 19年度） 
・領域 1：機関リポジトリの構築と運用→70機関に委託 
・領域 2：研究開発→22テーマ（最終的に 14プロジェクトに集約） 
３）第 2期（平成 20年度～平成 21年度） 
・領域 1：機関リポジトリの更なる普及とコンテンツの拡充→74機関に委託 
・領域 2：新サービス、利便性向上のための調査・研究・開発→21プロジェクト 
４）第 3期（平成 22年度～平成 24年度） 
・領域 1：コンテンツ構築支援→24機関に委託（平成 23年度追加 7機関） 
・領域 2：先導的プロジェクト支援→8プロジェクトに委託 
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・領域 3：学術情報流通コミュニティ活動支援→4プロジェクトに委託 
５）成果報告会 
・平成 18年度成果（平成 19年 7月 3日） 
・平成 19年度成果（平成 20年 6月 12～13日） 
・平成 20年度成果（平成 21年 7月 9～10日） 
・平成 21年度成果（平成 22年 6月 22日） 
・平成 22年度成果（平成 23年 6月 13～14日） 
・平成 23年度成果（平成 24年 6月 12～13日） 
６）機関リポジトリ構築状況（平成 24年 3月末） 
①機関リポジトリ公開機関：233機関 
②蓄積コンテンツ数：130万件（JAIRO蓄積レコード数） 
７）NIIの役割 
①コンテンツ形成支援 
②システム構築支援 
・メタデータフォーマット junii2の公開 
・機関リポジトリ構築ソフトウェア（WEKO）公開 
③コミュニティ形成支援 
・研修、シンポジウム、ワークショップ等の開催 
④機関リポジトリ・ポータル JAIROの提供 
⑤共同リポジトリ（JAIRO Cloud）によるクラウドシステム環境の提供 

 
７．教育研修事業 
１）講習会・研修 
①講習会・地域講習会（目録システム講習会、ILLシステム講習会） 
②専門研修（学術ポータル担当者研修、学術情報リテラシー教育担当者研修、大学図書館職員

短期研修、情報処理技術セミナー、NACSIS-CAT/ILLワークショップ） 
③国立情報学研究所実務研修 
２）講習会の改善 
①研修機会の拡大：新しい研修形態の導入 
・e-Learning手法の導入：セルフラーニング教材の開発・運用 
②講習内容の理解度確認 
・セルフチェックテスト 
③研修・講習会の変更 
・学術ポータル担当者研修のテーマ、カリキュラム改変（平成 23年度～） 
④講習会講師支援 

 
８．国際学術情報流通基盤整備事業（SPARC Japan） 
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日本の学協会等が刊行する学術雑誌の電子化・国際化を強化することによって、学術情報流通

の国際的基盤の改善に寄与することを目的とした事業。 
１）事業内容 
①学会誌合同プロモーション支援 
②コミュニティ支援 
③国際連携の推進 
④ビジネスモデルの創出支援 
⑤調査・啓発事業の推進 
２）事業期間 
①第一期（平成 15年度～17年度） 
②第二期（平成 18年度～20年度） 
③第三期（平成 22年度～24年度、平成 21年度は準備期間） 
３）事業推進・連携体制 
①国内 
・学協会、大学図書館、科学技術振興機構（JST）との連携 
・国際学術情報流通基盤整備事業運営委員会及び事務局 
②海外 
・SPARC、SPARC Europe、BioOne、Project Euclid 

４）Advocacy活動 
①SPARC Japanセミナーの開催（平成 17年度以降年数回） 
②SPARC Digital Repositories Meeting 2008/2010 
５）国際連携活動 
・SCOAP3、arXiv.orgの支援 

 
９．最近の特筆すべき動向 
１）大学図書館との連携・協力推進のための協定 
・「大学共同利用期間法人 情報・システム研究機構 国立情報学研究所と国公私立大学図書館

協力委員会との間における連携・協力の推進に関する協定書」締結（平成 22年 10月 13日） 
・連携・協力の課題 
・バックファイルを含む電子ジャーナル等の確保と恒久的なアクセス保証体制の整備 
・機関リポジトリを通じた大学の知の発信システムの構築 
・電子情報資源を含む総合目録データベースの強化 
・学術情報の確保と発信に関する人材の交流と育成 
・学術情報の確保と発信に関する国際連携の推進 
・連携・協力推進会議を設置 
・大学図書館コンソーシアム連合運営委員会 
・これからの学術情報システム構築検討委員会 
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２）大学図書館コンソーシアム連合（JUSTICE）の活動支援 
・学術基盤推進部内に事務局（図書館連携・協力室）を設置（大学図書館からの出向職員を配

置） 
３）電子リソース管理データベース（ERDB）プロトタイプ構築プロジェクト 
・電子リソースの管理と有効活用を図るために、12の図書館の参加を得て、ERDBの構築を
めざしたプロジェクトを開始 
・キックオフ・ミーティングの開催（平成 24年 5月 31日） 

 
【参考文献等】 
１．『国立情報学研究所要覧』平成 23年度 

(http://www.nii.ac.jp/userimg/youran2011.pdf) [アクセス：平成 24年 6月 7日] 
２．『学術情報基盤の今後の在り方について(報告)』(平成 18年 3月 科学技術・学術審議会 学

術分科会 研究環境基盤部会 学術情報基盤作業部会) 
３．『電子情報環境下における大学図書館機能の再検討』(平成 16年度～平成 18年度科学研究費
補助金(基盤研究(B)課題番号 16300075)研究成果報告書(平成 19年 3月) 

４．『学術コミュニケーションの新たな地平：学術機関リポジトリ構築連携支援事業第１期報告書』

(平成 20年 12月) (http://www.nii.ac.jp/irp/archive/report/pdf/csi_ir_h17-19_report.pdf) 
[アクセス：平成 24年 6月 7日] 

５．『次世代目録所在情報サービスの在り方について(最終報告)』(平成 21年 3月) 
(http://www.nii.ac.jp/CAT-ILL/archive/pdf/next_cat_last_report.pdf) 
[アクセス：平成 24年 6月 7日] 

６．『大学図書館の整備について（審議のまとめ―変革する大学にあって求められる大学図書館像
―）』（平成 22年 12月 科学技術・学術審議会 学術分科会 研究環境基盤部会 学術情報

基盤作業部会) 
７．『変容する学術情報流通、進展する機関リポジトリ：学術機関リポジトリ構築連携支援事業第

2期報告書』（平成 23年 11月） 
(http://www.nii.ac.jp/irp/archive/report/pdf/csi_ir_h20-21_report.pdf) 
[アクセス：平成 24年 6月 7日] 

８．『電子的学術情報資源を中心とする新たな基盤構築に向けた構想』（平成 24年 3月 国立情

報学研究所 学術コンテンツ運営・連携本部 図書館連携作業部会） 
(http://www.nii.ac.jp/content/archive/pdf/content_report_h23.pdf) 
[アクセス：平成 24年 6月 7日] 
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I. Passionate Partners

Just say yes.

Green Apron Book

GAB Green Apron Book Card

II. Coffee Expertise

Black Apron Barista

Ambassadors Cup

III. Coffeehouse Culture

The Third Place

IV. Care about Communities

Coffee CSR

V. Innovations that Transform

Surprise & Delight 

RTD
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21  対人ストレスマネジメントとしてのヒューマンリレーションスキル  
                                筑波大学体育系准教授 橋本佐由理 

概要 

クライエントをとりまく環境の一部である人間関係を、SAT気質コーチング法を用いて調整し、環境認知の改善

を図り、対人関係のストレスマネジメントを行う。 

 
１． 目的 

職場、家庭、学校などのあらゆる生活の場の人間関係の悩みやストレスを「何とかしたい」という動機がある場合に、人間関係の改

善や対人ストレスの軽減を目的として用いる。 

 

 

２． 効果 

人間関係とは互いの心の欲求を充足する関係であり、互いに認め愛し合えると愉しく幸せな感情反応が生まれるが、その反対になる

と不満や憎しみが生まれるという原則にもとづいて人間関係を尺度化したものが人間関係尺度である（図１）。この尺度では、互いの

期待が充足したとき、図１に示すように「顔を合わせられる（＋１）」「話していて愉しい（＋２）」「一緒にいたい（＋３）」と関係が

良くなる。他方、期待が充足し合えないと「会うと顔を背けたくなる（－１）」「話すと不快になる（－２）」「いなくなってほしい（－

３）」と、人間関係が不良になる。 

そこで、気質チェックリスト（資料）で相手の DNA気質を調べ、気質別期待リスト（資料）を活用し、相手の DNA気質に合った

合理的な期待ができるようになることで、無理のないつきあい方を知ることができる。さらに、自分の DNA気質を理解し、とくに人

間関係を維持する上で必要なセルフケア行動（巻末資料）を実施することによって、ストレスを軽減する効果がある。 

また、現実の相手の行動が変わらなくても、その行動への認知が変わる可能性が高まり、人間関係の改善を図ることができる。例え

ば、粘着気質の「おしつけがましい」「お節介」等のネガティブに見られがちな面を、「愛情深さの顕れ」や「面倒見の良さ」というポ

ジティブな意味でも見ることができるようになることで、相手に優しくなれたり、大目に見たり、赦せたりするということである。こ

れらによって、人間関係における異質性を受け入れる基盤をつくることにもつながると考えられる。 

 

 

３． 活用法 

人間関係のストレス問題がある場合に、気質コーチング法の中でカウンセリングに先立って行うと良い。「人は相手そのものをとら

えることができず、全て自分の小宇宙の中でとらえている」ことや、「気質概念を知ることで、対象者への予知期待を修正する」とい

う方法の原理を理解し学習することによって、日常の中でも、必要時にクライエント自身がヒューマンリレーションスキル・シート（資

料）を用いて一人で行うことができるようになる。 

 

 

 

キーワード 

人間関係、気質コーチング、人間関係尺度、気質別期待リスト 

参考文献 

宗像恒次・小森まり子・鈴木浄美・橋本佐由理・鈴木克則：「SAT法を学ぶ」金子書房，2007 

宗像恒次：「感情と行動の大法則」日総研出版，2008 
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ＳＡＴヒューマン・リレーションスキル・シート              ｃ宗像恒次 

 

 

１．あなたとしては、関係を改善したいが、マイナスの感情を持つ苦手な相手を思い出してください。 

その人は下記の人間関係尺度で、マイナス何点（あるいはプラスがあれば何点）ですか？  

またその方とのストレス度は％表示で、今何％でしょうか？  

       

マイナス   点（プラスもあれば   点）  ストレス度   ％ 

 

２．自分自身の気質チェックに加えて、その人を思い出して、遺伝的気質チェックリストをしてださい。         

（４・５点の場合○で囲む） 

  

自分：循環  点・粘着  点・自閉  点・執着  点・不安  点・新奇  点 

相手：循環  点・粘着  点・自閉  点・執着  点・不安  点・新奇  点 

  

 

３．では、その方の気質に寄り添うと、何を期待してよいが、何をしてはならないでしょうか？   

気質別期待リストの中から                               

      

■「期待して良いこと」から選ぶ     

                                             

                                               

                                                                                      

                                                 

 

■「期待してはならないこと」から選ぶ 

                                             

                                            

                                              

                                           

 

 

４．その人に接するとき、自分が自分にしなくてはならないことはなんですか？ 

  ( セルフケア行動自信度、６０％以下の中から） 

 

  ■「自分が自分にしなくてはならないこと」 を選ぶ 

                                                                                  

                                            

                                              

                                           

 

                      

 

５．さきほどの苦手の人との人間関係は、今何点になりましたか？ 

    

点 ストレス度   ％ 

   

（０点や＋１点以上になると、成功しています。不成功だと、上記の対策の追加をお願いします） 
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人間関係尺度 

 

 

[ガイドライン] 
 

１．本シートは、職場や家庭や学校などのあらゆる生活の場の人間関係の改善に効果的なものです。 

ストレスの一番の原因は、一般に人間関係ストレスです。その意味で、ストレスマネジメントにも役に立ちます。 

 

２．人間関係ストレスは、「相手実物」というより、ストレスを持つ本人の「小宇宙の中での相手像」と不具合が出てきています。 

その不具合は、SAT気質コーチングの知識を使うことで改善されます。 

 

３．人間関係尺度が、マイナスから０あるいはプラスになれば成功です。一般的には、０あるいは＋１や＋２になります。 

そのことで人間関係ストレスも低下します。 

 

４．０点や＋１点以上になると、成功していますが、不成功だと、気質コーチング表やセルフケア自信度表をみて、 

表の欄に対策追加をするよう伝えてください。 

 

－３ －２ －１ ０ ＋１ ＋２ ＋３

いなくなってほしい 話すと不快 挨拶をしたくない 顔を合わせられる 話すと楽しい 一緒にいたい

期待充足期待はずれ
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